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目白大学メディア学部 設置の趣旨等を記載した書類 

 

 

1．設置の趣旨及び必要性 

 

(1)目白大学の教育理念 

本学の建学の精神は、「主・師・親」である。「主」は国家、社会への献身的態度、

「師」は真理探究の熱意、そして「親」は人間尊重の精神を意味している。この建学

の精神は、豊かな人間関係を育み、自己教育に励み、自立した社会人として生き抜く

力量を養うという教育の実践基盤を示すものである。この建学の精神に基づき、教育

の理念を以下のように定めている。 

 第１は良識ある日本人として国を愛し、国家・社会の誠実な成員としての責任感と

連帯意識を養い、公共奉仕の念を培い、やがて国際社会に生きる日本の力強い担い手

に成長すること。第２は自らを真理に向けて導いてくれる人に対して敬愛の念を持っ

て接し、常に謙虚にものごとを学ぶ態度を養うこと。そして第３は人が互いに慈しみ

育む場である家庭を大切にし、家族愛、人間愛の尊さを理解し実践することである。 

 本学の使命は、「創造的な知性と豊かな人間性及び応用的諸能力をそなえ、わが国の

発展、国際社会の平和と福祉に貢献する主体性のある人材の育成」である。また、本

学の社会的使命としては「育てて送り出す」ことを標榜してきた。本学は、「大学に

おける『教育の可能性』を最大限に追究し、『育てて送り出す大学』を実現するため、

必要と考えられる適切な手段・方法・システムを開発し、大学の教育の強化に努める」

ことを目指してきた。大学で学んだことを将来にどう生かすかを前提に、学生の熱い

想いに応え、そこで求められる真の力を伸ばすことが本学の使命である。 

新設のメディア学部においても、この教育方針を継承するとともに、メディア学の

理論的探究と社会的実践を架橋し、両者を体系的にむすびつけた教育研究を推進する。

また、企業や地方公共団体、地域団体等と連携をはかり、大学内での講義・演習科目

を通して得たメディア学に関する理論、調査技法、表現技術を社会へと還元しながら

自らもさらなる気づきやフィードバックを得られるような教育課程を構築する。これ

らの教育課程を通じて、深い専門性をもち、主体的に考えて社会問題を解決していけ

るような人材を育成していく。 

 

(2) 本学部におけるメディア学の定義 

本学メディア学部におけるメディアとは、以下のような媒体・表現・技術・場など

を指している。 
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①情報やコミュニケーションを媒介し、社会に多大な影響を与え得るものであると

同時に、社会的に構成され、変容していくもの 

②人間の感覚を拡張するものであると同時に、人間の生活の中で経験され、また人

間の生活を構成するもの 

 

 そして、上記のようなメディアに対する理解の下、本学部ではメディア学を「現代

社会、人間生活とメディアとの関わりを批判的・主体的にとらえ、来たるべきメディ

ア社会を構想し、人間生活の向上に役立てる学」と定義する。この定義に含まれる「批

判的・主体的」とは、単にメディアが提供する情報に対して疑いを持つという意味に

とどまらず、現代社会や人間生活の中でメディアが占める位置や、その機能・役割な

どを根本から問い直し、自ら思考する態度を含んでいる。この定義の下、本学部はメ

ディア学を理論的探究と社会的実践を架橋し、両者を体系的に結びつける学問として

位置づけ、教育研究を行う。 

 

(3) メディア学部創設の学問的背景 

前述の通り本学部におけるメディア学は、理論と実践の架橋を大きな特徴としてい

る。近年、マスメディアの情報を批判的に読み解き、また自ら主体的に情報を発信す

る能力としてのメディア・リテラシーの重要性が主張されている。その背景としては、

インターネットの誕生以降、誰もが情報の送り手・受け手双方になりうる。いわば「担

い手」として位置づけられるようになった潮流の中で、「メディア・プラクティス」

（水越伸･吉見俊哉）といった概念に象徴される、自分自身でメディアを構想・構築し、

情報を発信し、主体的に社会とかかわる実践的な視点が登場した点が挙げられる。送

り手から受け手へ一方向的に情報が伝達されるマス･コミュニケーションを前提とし

たモデルから、より多元的なコミュニケーションをとらえるためのモデルが要請され

る中、理論を踏まえながら実践することの重要性が唱えられるようになった。こうし

た学問的背景の上に展開する本学部のメディア学は、理論的探究と社会的実践を架橋

し、両者を体系的に結びつけている点に大きな特徴がある。 

 さらに本学部のメディア学は、1. 社会・文化 2. 産業・消費 3. 表現・技術とい

う 3 つの視点から、現代社会や人間生活とメディアとの関わりをとらえ実践していく

学として展開する。この 3 つの視点を支える学問的背景は、以下の通りである。 

 

 ① メディアと社会・文化に関する研究 

  戦時中のプロパガンダ報道に対する批判的研究をその起源に持つマス･コミュニ

ケーション効果研究は、その後もマスメディアが受け手に及ぼす影響の変化を実証

的に明らかにしてきた。また、サブカルチャー受容者へのエスノグラフィーを通し
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てメディアオーディエンスの能動性を描き出した 1970 年代イギリスのカルチュラ

ル・スタディーズは、その後、社会や日常生活に埋め込まれたメディアの位置づけ

を浮き彫りにする研究へとその対象や方法論を広げてきた。 

こうした学問的背景の上で、本学部のメディア学は、国境を越えておこなわれる

マス・コミュニケーションと、地域単位でおこなわれるローカルなコミュニケーシ

ョン、そして個人同士をミクロに結ぶコミュニケーションを、日常生活に埋め込ま

れた多種多様なメディア機器が媒介している現代社会において、自らも情報発信を

行いながらさまざまなメディアの位置づけや影響を多角的に分析し、それが社会や

人間とどのような関係にあるのかを理論的・実践的に探究する。 

 

② メディアと産業・消費に関する研究 

  前述のカルチュラル・スタディーズ以降、メディアコンテンツがどのような構造

の下で生み出されているか、そのプロセスをより広い視座でとらえようとする研究

が行われてきた。日本でも 2001 年に日本マンガ学会が、2006 年に日本デジタルゲー

ム学会が設立され、エンターテインメント業界を中心に、コンテンツの生産・流通・

消費のプロセスがさまざまな角度から研究されるようになっている。 

一方でメディアと消費に焦点を当てると、人びとのモノに対する欲求はどのよう

な社会構造の中から生み出されるのかを探究する消費社会論の領域で、メディアは

たびたびその議論の俎上に上がってきた。また、消費社会研究者の三浦展が鋭く指

摘したように、人口が減少し経済力が低下している現在の日本では、人びとの消費

のありようも、モノの消費から、経験やコミュニケーションの消費へと移行しつつ

ある。すなわち、大量生産を前提とした豊かさの消費から、個人による差別化のた

めの記号消費を経て、現代では人と人とのつながりに価値が見出されるようになり

つつある。こうした中、メディアはいかなる経験を生み出し、また媒介することが

できるかが、重要な課題となっている。 

このような学問的背景の上で、本学部のメディア学は、メディアコンテンツを生

み出す産業とその消費のあり方を重要な研究対象のひとつに据える。そしてメディ

アコンテンツの生産・流通・消費のプロセスと、その背後にある社会構造や人間生

活の様態を、理論的・実践的に探究する。 

 

③ メディアと表現・技術に関する研究 

  カナダの英文学者マーシャル・マクルーハンは、メディアが発するメッセージの

内容ではなく、メディア技術そのものが人間の身体をいかに拡張するかを論じた。

またドイツの哲学者ヴァルター・ベンヤミンが提唱した複製芸術論や、同じくドイ
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ツのフランクフルト学派をはじめとして、哲学や社会学の領域において、メディア

表現や技術と社会・人間の関係は常に議論の対象になってきた。 

映画やテレビといった既存のメディア表現について、その歴史的背景や表現特性

に関する研究がさまざまな形で蓄積されてきた一方で、双方向性の模索や新技術の

導入などにより、その表現のありようは近年きわめて多様化している。これまでに

培ってきた表現技術を活かしながら新しい表現の形に挑むメディアアートも人口に

膾炙しつつあり、こうした表現活動が社会とどのような関係にあるかを探る研究も、

社会学領域を中心に活発におこなわれている。 

こうした状況を踏まえて本学部のメディア学では、メディア技術の根底にある仕

組みや考え方を理解し、これらの技術を用いて新しい表現の可能性を追求しながら、

メディアと人間・社会との関係を理論的・実践的に明らかにする。 

 

このような学問的背景ならびにそれを踏まえた 3 つの視点を軸に、本学部では「現

代社会、人間生活とメディアとの関わりを批判的・主体的にとらえ、来たるべきメデ

ィア社会を構想し、人間生活の向上に役立てる学」としてのメディア学を展開してい

く。 

 

(4)メディア学部創設の社会的背景―幅広い視野でメディアを活用できる人材供給の

必要性 

本学部は、中央教育審議会答申「我が国の高等教育の将来像」（平成 17 年 1 月）

で提示されている大学の 7 機能のうち、とりわけ「幅広い職業人養成」と「社会貢献

機能（産学官連携、地域貢献）」を重点的に担う。このうち、「幅広い職業人養成」

を担うべき社会的背景を以下に示す。 

近年、ICT の普及で社会のデジタル化が急速に進展している。インターネットやタ

ブレット、スマートフォンなどのスマートデバイスの普及が ICT サービスを可能にし

てきた。加えて、LINE などのソーシャルメディアやアプリケーション（アプリ）はす

でに毎日の生活とビジネスの中に浸透し、日常生活に必要不可欠になっているといっ

ても過言ではない。特にスマートフォンの利用率は、「総務省平成 28 年度版情報通信

白書」によると、日本、米国、英国、ドイツ、韓国、中国の各国別の年代平均でほぼ 6

割強に達している。日本では 50 代が 54.0%、60 代が 35.0%と他の国々と比較して低い

が、20 歳代で 87.0％、30 歳代は 73.0％に及んでいる。（資料１） 

他のデジタル技術やデジタル・メディアも急成長している。ゲームの世界では

「Pokemon GO」は AR（オーグメンテッドリアリティ：拡張現実）技術を使って発表後

8 週間で世界中で 5 億ダウンロードを記録、世界的なブームを巻き起こした。また、ソ
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ニーのプレイステーションも 2016 年の 12 月に VR（バーチャルリアリティ：仮想現実）

の技術を導入した「PlayStation VR」を展開している。 

これはゲームに限られたことではない。VR 技術は自動車の試乗運転や、結婚式場や、

旅行業界、医療の手術現場にまで導入されつつある。米 IDC の市場調査によると、2016

年の AR/VR の製品出荷台数は 1000 万台に達する見通しだという。また、2020 年には 1

億 1000 万台を超えると予測されている。（資料２） 

今後は、IoT（Internet of Things）、AI（人工知能）、ロボット、ビックデータ、

ネットワークなどの飛躍的な進化によって、あらゆる領域において新しいデジタル技

術が導入され、仕事や生活を劇的に変化させていくだろう。インターネットに関わり

のない業種・業態はもう存在しないといっても過言ではない。事実、新聞報道による

とITやメディア・広報関連の業種は人材不足が深刻で、未経験者に対して無料で研修

講座を実施し、即戦力として社会に送り出すサービスも盛んだと伝えている。（資料

３（その１））また、ベンチャー企業や中小企業等を中心に、デジタル技術やメディ

アの情報活用能力の基礎を学んだ優秀な広報担当人材が不足している。「日経ＭＪ」

（2016年4月27日）は、「敏腕広報欲しい！ベンチャー、熱き争奪戦、複数社で『シェ

ア』も、有能な大学生抜擢、育成のプロ現る（人が足りない）」といった見出しで人

手不足を報じている。（資料３（その２）） 

また、経済産業省の産業構造審議会の「『新産業構造ビジョン』〜第４次産業革命

をリードする日本の戦略〜」（2016年4月）は、第４次産業革命による就業構造変革に

より、「情報サービス部門（情報サービス、対事業所サービス）」、「おもてなし型

サービス部門（旅館、飲食、娯楽等）」の従業者数が増加していると論じている。特

に「情報サービス部門」は、第４次産業革命の中核を担い、成長を牽引する部門とし

て、付加価値・従業者数が大きく拡大するとし、「おもてなし型サービス部門」より

も従業者数は増大すると指摘している。「情報サービス部門」は、2015年度の従業者

数は641万人で、2030年度までに72万人従業者数が増大するのに対し、「おもてなし型

サービス部門」は654万人で、24万人増だと予測している。（資料４） 

そこでこのようなメディア関係に存在する顕在的人材需要のみならず、潜在的な人

材需要にも対応できる大学教育が必然的に必要となる。それは、今後さらに加速する

デジタル化社会のニーズに応えることができる人材の養成である。さらにその人材ニ

ーズは、単にメディア関連企業にとどまらず、従来の技術と新しいデジタル技術を融

合し、イノベーションを起こし、新しい製品やサービスの開発にしのぎを削る規模の

大小に関わらない一般企業でも同様である。本学部はまさにこの分野の最新の動向を

踏まえた実践的な知識を有し、かつ、広い意味でのメディアの基礎を備えた能力を有

する学生の養成を期しており、その社会的必要性はきわめて高いと考えている。 
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(5)メディア学部設置の必要性  

本学では既存の社会学部メディア表現学科において、メディアの知識と技術を教え、

表現をその中心に据えてきた。その設置は 2000 年であり、将来コンピュータ技術がさ

らに進歩し、人々は情報の受け手に止まらず情報の発信者になり、その表現のあり方

が問われるであろうことを見越して設置された。 

それから約 16 年、上記(4)の「メディア学部創設の社会的背景」でも述べたように、

メディアの世界はインターネットとデジタル技術の急激な発達によって激変している

ことから、既存のメディア表現学科の従来の枠組みではメディアの世界を十分に捉え

きれなくなってきている。すなわち、これまで教育研究の対象としてきた出版、テレ

ビ、広告、デザイン、デジタル・エンターテインメント、インターネットなどを単な

る媒体として一元的に捉えるのではなく、メディア技術の根底にある仕組みや考え方

を理解し、これらの技術を用いて新しい表現の可能性を追求することが求められてい

る。したがって、既存の社会学部メディア表現学科に替えて、新たにメディア学部を

設置し、1. 社会・文化 2. 産業・消費 3. 表現・技術という 3 つの視点から、現代

社会や人間生活とメディアとの関わりをとらえることにより、今後の激変する環境に

通用する学問として、理論的探究と社会的実践の架橋を大きな特徴とするメディア学

を教授することにしたものである。 

また、「育てて送り出す」という本学の目指す教育上の特色は、「育てる」、「伸

ばす」、「送り出す」という３つに纏めることができる。このような特色を踏まえて、

「実践重視で力をつける」、さらに「将来につなげる、社会につなげる」というコン

セプトはメディアの先端分野を学ぶのに役立つと考えられる。現在、大学よりも企業

や研究所の方がメディアの開発やその応用では先んじていて、そこで新しいテクノロ

ジーに触れることも貴重な体験となりうる。加えて、メディアを学ぶことにおいて特

に重要なのは、知識を身につけるのみならず、身につけた知識をより実践的に深めて

いくことである。よって、これまで既設の社会学部メディア表現学科において実施し

てきたインターンシップについては、メディア学部においては「社会連携プログラム」

などの実施を通じてさらに拡充することとしており、「将来につなげる、社会につな

げる」学びを充実させていく。 

 

この新学部の特徴は、以下 5 つの点に纏めることができる。 

①メディア学の軸となる 3 つの視点を基点とした 3 分野編成 

②体系的・順次的な学び 

③理論と実践の架橋 

④外部企業や団体と連携し、実践的な学びを実施 

 ⑤その学びをサポートする設備環境の充実 
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①メディア学の軸となる 3 つの視点を基点とした 3 分野編成 

 メディア学の軸となる 3 つの視点を基点にした体系的なカリキュラムを提供するた

めに、次の 3 分野を編成した。 

 a) メディアと社会・文化 

 b) メディアと産業・消費 

 c) メディアと表現・技術 

 

 

②体系的・順次的な学び 

これまでに述べてきた定義、学問的背景、軸となる視点の上に展開するメディア学

について、その学びを構成する要素は以下の 4 点である。 

 

1) メディアのメッセージを批判的・主体的に読み解き理解するとともに、効果的な

メッセージの発信の手法について学ぶ。 

2) 現代社会を取り巻くメディア環境を理解し、これまでの、およびこれからのメデ

ィアの役割について、理論的・実践的に学ぶ。 

3) 情報の生産・流通経路が複雑化する現代において、メディアコンテンツはいかな

る背景の中でいかに生み出され流通しているか、また生活者はメディアを介した

情報や経験をどのように消費しているか理論的・実践的に学ぶ。 

4) 多様化するメディア表現の特徴や、それを可能にする技術の仕組みを理解した上

で、新たな表現・技術の可能性を探究しながら、社会や人間と表現・技術の関わ

りについて理論的・実践的に学ぶ。 

 

 1)は本学部におけるメディア学の学びに通底する要素であり、さらに 2)～4)のそれ

ぞれの要素には、メディア学の軸となる 3 つの視点（社会・文化、産業・消費、表現・

技術）を支える理論と、その先に展開される個別具体的な教育研究の対象（ジャーナ

リズム論、メディア文化論、広告論、イベント論、アニメーション論、映像論、映画

論、メディア情報論など）が結びついている。これらを有機的かつ体系的に構成する

ことで、メディア学の学びは成り立っている。このような学びを通して本学部は、教

育研究の対象とする諸領域におけるメディアの役割を的確にとらえ、現代社会や人間

生活とメディアのよりよい関係を構想する。そして、その構想を実際にメディアを用

いて表現・実践し、評価を行う。 
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③理論と実践の架橋 

メディア学部はメディアのスキルや知識だけではなく、それらをいかに駆使し、社

会が抱える様々な問題を分析し、解決に向かって役立てていくのかを重視している。

身につけた知識を活かしていかに社会を変革し、より良い生活や社会を形成していく

のかが問題となる。そのためには社会が抱える問題を理解し、それについて考える分

析力や問題発見能力、そしてそれを他者に伝える表現力を育成していくことが肝要で

ある。 

これらを踏まえて本学部では、メディア学の基礎となる理論を学ぶ「学部基礎科目」

とともに、より広い視野で社会やメディアを見渡せるように、「学部基幹科目」「展

開科目」を設け、さらにこれらを通して身につけた知識を実践的に活かす「社会連携

プログラム」「卒業研究」で理論と実践の架橋を図る（下表参照）。 

 

メディア学部の科目区分 

科目区分 内容 

学部基礎科目 メディア学の理論的・歴史的・技術的基礎を学ぶ 

学部基幹科目 

コア領域 
メディア学の軸となる 3 つの視点（社会・文化、産業・消費、表現・

技術）を支える理論を学ぶ。 

方法論領域 

現代社会や人間生活とメディアとの関わりを批判的に捉えるための

方法を身につけ、また、社会の中で実践する上で必要となる調査・企

画・表現の技法を身につける。 

展開科目 

「メディアと社会・文化分野」「メディアと産業・消費分野」「メデ

ィアと表現・技術分野」から 1分野を選択して、個別具体的な教育研

究の対象について学び、応用的な能力を身につける。 

社会連携プログラム 
メディア学の知識や方法を、大学外の団体・組織と連携して実践的に

活かす。 

卒業研究 これまでの学びの集大成として卒業研究に取り組む。 

 

 

学部基礎科目 

本学部の全学生が身につけるべきメディア学の基礎について理解をさせる科目区分

である。具体的には、メディア学の基礎的理論を理解する科目群と、メディア学の背

景にある制度や歴史を理解する科目群の 2 つから構成されている。すべての科目を 1

年次の必修科目とし、メディア学の基礎を学ぶ。具体的な科目は以下の表の通りであ

る。 
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学部基礎科目の配置（◎は必修科目） 

メディア学の基礎的な理論を理解する メディア学の背景を理解する 

◎メディアと社会 

◎メディア学概論 

◎メディア情報概論 

◎メディア・リテラシー論 

◎メディアとモラル 

◎メディアと心理 

◎メディア社会と法 

◎メディア発達史 

 

学部基幹科目 

本学部生が共通して学ぶべき科目を配置した科目群である。メディア学の軸となる 3

つの視点（社会・文化、産業・消費、表現・技術）から、現代社会や人間生活とメデ

ィアがどのようにかかわっているかを理解するコア領域(必修)と、社会のありようを

調査し理解するための方法やメディアを活用して社会の問題解決や情報発信を行うた

めの技法を学ぶ方法論領域（必修＋選択必修）の 2 領域から構成されている。学部基

礎科目とこの学部基幹科目をあわせて学ぶことで、メディア学の基本的な考え方や理

論的背景、ならびに研究の方法、必要な技法について全員が理解することができるよ

う科目を配置している。なお履修モデルにおいて詳細を示しているが、学部基幹科目

の中でも選択必修となる方法論領域については、展開科目の各選択分野にあわせて、

適切な年次に履修するよう指導を行う。（資料５～９ 履修モデル(1)～(5)参照） 

学部基幹科目の配置（◎は必修科目） 

メディア学の視点 コア領域 方法論領域 

社会・文化 ◎メディア社会論 

◎メディア調査法 1 

メディア調査法 2 

メディア統計分析 

コンテンツ企画 

メディア取材法 

メディア文章表現 

◎メディア技法入門 

◎造形入門 

◎デザイン技法Ⅰ 

デザイン技法Ⅱ 

編集技法Ⅰ 

編集技法Ⅱ 

写真撮影技法 

Web 技法 

メディア身体表現 

デジタル･プレゼンテーションⅠ 

デジタル･プレゼンテーションⅡ 

産業・消費 
◎メディア産業概論 

◎消費社会論 

表現・技術 
◎美術入門 

◎情報社会論 
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展開科目 

メディアの特性をより深く理解・研究し、またメディアを活用して制作・表現する

能力を身につける科目群である。この展開科目はメディア学の視点に対応した、以下

の 3 つの分野から構成されており、本学部生はこの中から中心的に学ぶ 1 分野を選択

し、学びを深めていく。 

 ① メディアと社会・文化分野 

  社会学をはじめとするメディアに関するさまざまな研究成果を背景に、メディ

アが社会や文化に与える影響について理論的・実践的に学ぶ。 

② メディアと産業・消費分野 

  コンテンツが生産され、流通し、消費される一連のプロセスとその社会的背景

を理論的・実践的に学ぶ。 

③ メディアと表現・技術分野 

  メディア技術を介した表現の社会的位置づけと、こうした技術が社会で果たし

ている役割、ならびに今後の可能性について理論的・実践的に学ぶ。 

分野の選択に至るまでの流れを示すと、1 年秋学期～2 年春学期にかけて学部基幹科

目：コア領域を主に学び、メディア学の軸となる 3 つの視点から社会や人間とメディ

アの関わりをとらえる力を養う。その上で学生自身の学修目標や目指す進路を考慮し

ながら、2 年次春学期に担任教員と面談して選択分野を決定する。 

 それぞれの分野は基礎的な講義科目から、実際の制作や調査・フィールドワークに

至るまで、履修年次とともにその専門性を高めていくことのできる体系的なカリキュ

ラム編成となっており、併せて履修することとなる学部基幹科目：方法論領域と連動

させることで、メディア学という「学びの体系化」を図る。 

 

社会連携プログラム 

これまでの学部基礎科目、学部基幹科目、展開科目で培ってきた知識や技術を社会

へ還元し、さらなる気づきやフィードバックを得ることを目的とした演習科目として、

「社会連携プログラム」を設置している。このプログラムの具体的な流れは以下の通

りである。 

2 年次 これまでの授業を通して得た知識・技術を踏まえ、まずは実践的な調査・分

析・表現を行うための練習課題を繰り返すことで、自らのスキルを確かなものに

する。 

3 年次 選択した分野にかかわる実践をおこなっている演習クラスに入り、クラス単

位でより実践的なプロジェクトを実施する。具体的には、身に付けたそれぞれの

スキルを用いて、演習クラス担当教員の指導のもと自らの足でフィールドに赴き、

調査・分析・表現等を行う。 
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4 年次春学期 3 年次のプロジェクトを振り返りつつ、個人単位で研究プロジェクト

を立ち上げ、実施する。さらにプロジェクトを通して得られた知見について、メ

ディア学の視点からその意義と課題を再検討し、4 年次秋学期に卒業研究へ取り組

む際に必要となるさまざまな視点や手法を修得する。 

プロジェクトの具体的な内容としては、演習クラス担当教員の指導のもと、クラス

内でチームを立ち上げて量的・質的社会調査をおこない、その成果をプレゼンテーシ

ョンや成果集の頒布といった形で対外的に発表するプロジェクトや、地域の企業・団

体・学校・商店などと連携して行う実践（地域振興のためのイベントの企画・実施や、

学校等で実施するメディア教育ワークショップ、地元企業と連携したフリーペーパー

の制作・頒布など）、各種コンテストへの応募、イベントへの出展などがある。これ

らを通して調査力・企画力・表現力を高めながら、その意義を学問的に捉え直し理論

化していくことで、4 年次秋学期に取り組む卒業研究を進める上で必要な能力を身に

つけることができるプログラムとなっている。 

なお実施にあたっては社会連携プログラムのコーディネートを主な業務とする専任

教員であるコーディネーター教員を置き、地域企業や団体などとの円滑なコミュニケ

ーションを図るとともに、各分野で専門的研究を行う専任教員が、演習クラス担当教

員としてそれぞれの視座から活動内容の精査と活動後の理論化の作業をサポートする

ことで、4 年次まで責任を持って指導を行う体制を築くこととしている。 

 

卒業研究（4 年次秋学期） 

 4 年次春学期までのメディア実践演習クラス担当教員が指導教員となり、メディア

実践演習の成果を踏まえてテーマを発展的に再設定し、4 年間の集大成となる研究に

集中的に取り組む。卒業研究は選択分野にあわせて A:卒業論文（文献研究、実験や調

査などの実証的なデータ分析に基づく報告、考察などを含む論文）、もしくは B:卒業

制作（種々のメディア(言語、映画、DTP、写真、イラスト、絵画、CG、Web ページ、イ

ンスタレーションなど)を用いた制作物）のいずれかを選択し、執筆・制作を行う。 

 

 

④外部機関との連携による実践的学びの実施 

「外部の企業や団体と連携し、実践的な学びを実施」することについては、「社会連

携プログラム」として、「メディア基礎演習」「メディア実践演習」「インターンシ

ップ」を開講する。また、外部講師による講義、演習、ワークショップ、そしてイン

ターンシップなど現場の知識と技術を吸収することを目的とした科目を開設する。詳

細は、「10.社会連携プログラムの具体的計画」において述べる。 
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⑤学びをサポートする設備環境の充実 

本学部には、既存のものも含めて約 200 台のアップル社製コンピュータを設置してお

り、学生 200 人が同時にコンピュータにアクセスしてもクラッシュしないだけのサー

バの整備も含めたシステムを構築する。また最新の映像スタジオやワークショップ（ラ

ーニングコモンズ）、イベント実習スタジオも活用でき、多角的なメディアの学びを

サポートしていく。詳細は、「7.（1）校舎の施設、設備等」で述べる。 

 

（6）教育研究上の対象とする中心的な学問分野 

本学部が教育研究上の対象とする中心的な学問分野であるメディア学は、社会・文

化、産業・消費、表現・技術という 3 つの視点から現代社会や人間生活とメディアの

関係を探究し、そのあるべき姿を構想する学問である。この 3 つの視点は、それぞれ

マス･コミュニケーション論、カルチュラル・スタディーズ、メディア産業論、消費社

会論、美術、情報社会論などを理論的基点としている。さらにこれらの視点の上に、

個別具体的な教育研究の対象としてジャーナリズム論、メディア文化論、広告論、イ

ベント論、アニメーション論、映像論、映画論、メディア情報論などを配置し、分野

横断的な教育研究や実践を行う。この 3 つの視点を軸として構成される 3 分野の詳細

は以下の通りである。 

 

①メディアと社会・文化 

社会学を中心としたメディアに関するさまざまな研究成果の上に、メディアが社会

や文化に与える影響について理論的・実践的に学ぶ分野である。具体的にはマス・コ

ミュニケーション論、出版論、地域研究、カルチュラル・スタディーズなどを理論的

な起点とし、現代社会におけるジャーナリズムの役割に関する研究、地域におけるメ

ディア活用の事例研究、ならびにサブカルチャーの消費者を対象としたオーディエン

ス研究などを教育研究の具体的な対象として展開する。 

 

② メディアと産業・消費 

 これまでも社会学の関連領域において、産業と消費はきわめて重要なキーワードと

して用いられてきた。メディア産業研究においては、メディア産業を独自の「生産の

文化」を持つ組織としてとらえ、コンテンツが生み出され流通していく構造的背景を

明らかにする研究が展開されてきた。また消費社会論の領域では、モノの消費・記号

の消費から経験・コミュニケーションの消費へと、消費者の消費のモードの変化に焦

点を当てた研究が蓄積されてきた。本分野ではこのメディア産業論と消費社会論を理

論的基点とし、広告、イベント、ならびにエンターテインメントコンテンツを具体的
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な教育研究対象として、こうしたコンテンツが生産され、流通し、消費される一連の

プロセスとその社会的背景を理論的・実践的に学ぶ。 

 

③メディアと表現・技術 

 マーシャル・マクルーハンは、メディアを人間の感覚を拡張する技術として定義し

た。また 20 世紀前半に多くの論考を残した哲学者ヴァルター・ベンヤミンは、複製技

術によって芸術表現のあり方やそれを取り巻く大衆との関係が変化していくさまを

「アウラの凋落」という概念を用いて記述した。現在、メディア技術を活用した表現

活動は一部の専門家だけのものではなくなり、スマートフォンで撮影した映像をその

場で SNS 上に公開して評価を得ることすら日常的になっている。このような状況を理

解した上で、自らメディア技術を理解し表現を行いながら、メディア技術と人間や社

会の関係を問い直すことを目的とした分野である。メディア技術が社会にどのような

影響を及ぼしてきたかを検討する情報社会論を基点として、美術関係ならびに映像・

情報関係の諸領域を横断しながら、映像や WEB・アプリ等の技術を介したメディア表現

の社会的位置づけと、こうした技術が社会で果たしている役割、ならびに今後の可能

性について理論的・実践的に学ぶ。 

 

 

(7)メディア学部で育成する人材像 

本学部で育成する人材像は、「現代社会・人間生活においてメディアが果たす役割

を認識し、メディアに関する知識・活用能力を用いて社会の諸問題の解決に寄与しう

る人材」である。この人材像は、「現代社会、人間生活とメディアとの関わりを批判

的・主体的にとらえ、来たるべきメディア社会を構想し、人間生活の向上に役立てる

学」としてのメディア学の学位授与方針、すなわちディプロマ･ポリシーと密接に関連

している。 

 

メディア学部ディプロマ・ポリシー 

①メディアを批判的･主体的に読み解く能力を身につけた上で、社会の諸問題について

適切に評価し、解決に向けて努力することができる。 

②メディアの機能や影響を理解した上で、適切な調査･表現･コミュニケーションを社

会との関わりにおいて実践することができる。 

③メディアの役割に関心を持ち続け、社会に貢献することができる。 

 

 さらに、こうした人材を育成するために、本学部の全学生に修得させる能力をまと

めたのが、以下の 7 項目である。 
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メディア学部の全学生に共通して身につけさせる能力 

  1)メディアを批判的・主体的に読み解く能力 

2)社会の諸問題を発見し、解決するために必要な知識を身につけ理解する能力 

3)メディアの役割や機能について考え、理解する能力 

4)メディアが社会や人間に与える影響について考え、理解する能力 

5)メディアが関わる事象に対する実践的な調査・分析・評価をおこなう能力 

6)メディアを効果的に活用し、表現やコミュニケーションをおこなう能力 

7)社会問題に対してメディアの役割を理解し、実社会での状況に対応した解決案を

提示する能力 

 

1)は本学部の学びを通して身につける能力の中でも基盤となる能力である。また 2)

～4)は、メディアと社会･人間の関係を考える諸領域に対する理解力・思考力を指して

おり、すべての科目を通して修得させる能力である。5)～6)は主として学部基幹科目

の方法論領域や展開科目を通して身につける応用的能力を指しており、7)は学部基幹

科目の方法論領域や展開科目、ならびに後述する社会連携プログラム、卒業研究など

を通して身につける実践的能力を指している。 

 また、各分野の展開科目を学ぶ学生には、それぞれ以下に述べる能力を修得させる。 

 

  メディアと社会･文化 自らが生きる現代社会におけるメディアの役割や意義を

理解し、メディアが持つ可能性や課題を多角的な視座から分析することを通し

て、社会に新しい価値や役割を創造し、解決策を提案する能力を育成する。 

 

  メディアと産業･消費 メディアコンテンツの生産・消費の背景にある社会構造を

理解し、自らもコンテンツを生み出しながら、メディア産業と消費者、ならび

に社会との関係を多角的にとらえる能力を育成する。 

 

  メディアと表現･技術 メディアが生み出してきた表現の特徴とその根底にある

技術の仕組みを理解し、自らメディア技術を用いた表現をおこないながら、表

現・技術・社会のよりよい関係を構想する能力を育成する。 

 

以上のように、本学部ではすべての科目を通して共通に身につける能力を基盤とし、

各選択分野において応用的な知識と技術を学習し活用しながら、社会に対する多角的

な視点とメデイアを活用する能力を養うとともに、その多角的な視点を用いて社会の

諸問題の解決に寄与しうる人材を育成する。 
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2．学部・学科の特色 

 

(1)メディア学部の教育の特色 

本学部は、中央教育審議会答申「我が国の高等教育の将来像」(平成 17 年 1 月)で提

示されている大学の 7 機能のうち、とりわけ「幅広い職業人養成」と「社会貢献機能

（産学官連携、地域貢献）」を重点的に担う。 

本学では、「創造的な知性と豊かな人間性及び応用的諸能力をそなえ、わが国の発

展、国際社会の平和と福祉に貢献する主体性のある人材の育成」を使命としている。

また「育てて送り出す」を社会的使命として、必要と考えられる適切な手段・方法・

システムを開発し、大学の教育の強化に努め、社会の多様な分野で活躍できる職業人

の育成に注力してきた。 

本学部では、この教育方針を継承するとともに、企業や地方公共団体、地域団体等

と連携をはかり、大学内での講義・演習科目を通して得たメディア学に関する理論、

調査技法、表現技術を社会へと還元しながら自らもさらなる気づきやフィードバック

を得られるような教育課程を構築する。これらの教育課程を通じて、深い専門性をも

ち、主体的に考えて社会問題を解決していけるような人材を育成していく。 

 

（2）基盤的・基礎的な能力の涵養 

 上記で示した能力をもつ人材を育成するため、本学部では、1,2 年次にメディア学

の基礎となる理論を学び、メディア学の軸となる 3 つの視点（社会・文化、産業・消

費、表現・技術）から、現代社会や人間生活とメディアがどのようにかかわっている

かを理解させる科目を配置(学部基礎科目と学部基幹科目：コア領域)している。これ

らの科目群の内容を学修することで、全ての学生が本学部の人材育成目標における基

本的な考え方とメディア学の視点で社会をとらえるための視座を身につけるさせる。 

 

 

（3）専門分野に対応した実践的な知識・能力の涵養 

 上記で示した学部基礎科目、学部基幹科目（コア領域）でメディア学の基礎知識や

メディア学的な視座を修得させた後、メディアに関する様々な領域を応用的かつ実践

的に学ぶために、2 年次秋学期に展開科目の 3 つの分野（1.メディアと社会・文化分

野、2. メディアと産業・消費分野、3.メディアと表現・技術分野）から 1 分野を選択

する。分野は、本学部がメディア学の軸としている社会・文化、産業・消費、表現・

技術、という 3 つの視点の上に個別具体的な教育研究の対象としてジャーナリズム論、

メディア文化論、広告論、イベント論、アニメーション論、映像論、映画論、メディ

ア情報論などを配置して体系化を図り、分野横断的な教育研究や実践を行うものであ
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る。また、選択した分野に基づいて、後述する社会連携プログラムや卒業研究のテー

マが展開される。 

 

(4)外部団体と連携した PBL(Project-Based-Learning)型教育プログラム 

 企業・団体・地域などと連携しながら、大学内だけでは得がたい学びの場を創出す

る PBL(Project-Based-Learning)型教育プログラムである「社会連携プログラム」を実

施する。学内での講義・演習科目を通して得たメディア学に関する理論、調査技法、

表現技術を社会へと還元しながらさらなる気づきやフィードバックを得ることを目的

としている。活動を通して、実際の社会のなかでメディアがいかに活用されているか

を理解し、最終的には社会のなかでメディアを使ったさまざまな情報発信を実践的に

行っていく力を養成する。併せて、社会において必要とされる「チーム力」「課題解決

力」の総合的向上を図る。詳細は、「10.社会連携プログラムの具体的計画」において

も述べる。 

 

 

3．学部・学科の名称及び学位の名称 

 

本学部では「メディア学」を、「現代社会、人間生活とメディアとの関わりを批判

的・主体的にとらえ、来たるべきメディア社会を構想し、人間生活の向上に役立てる

学」と定義している。この定義の下、本学部は、理論的探究と社会的実践を架橋し、

両者を結びつける学問としてメディア学を位置づけ、「現代社会・人間生活において

メディアが果たす役割を認識し、メディアに関する知識・活用能力を用いて社会の諸

問題の解決に寄与しうる人材」を育成するための教育研究を行う。前記の人材を育成

するにあたり、メディアと社会・文化、メディアと産業・消費、メディアと表現・技

術という 3 つの視点から、現代社会や人間生活とメディアとの関わりを捉え、教育課

程を構成する。なお、これらの 3 つの視点は、メディア産業論、消費社会論、美術、

情報社会論などを理論的基点としており、個別具体的な教育研究の対象（ジャーナリ

ズム論、メディア文化論、広告論、イベント論、アニメーション論、映像論、映画論、

メディア情報論など）と有機的、体系的に結びついている。このような教育課程を構

成することにより、本学部は、教育研究対象とする諸領域におけるメディアの役割を

的確にとらえ、現代社会や人間生活とメディアのよりよい関係を構想し、その構想を

実際にメディアを用いて表現・実践し、評価を行うことを可能とする。したがって「メ

ディア学」は十分な学問基盤を有しており、教育課程としても適切なものである。 

 以上のことから、学部・学科の名称は、「メディア学部 メディア学科」とし、学

位（分野）の名称としても「学士（メディア学）」とした。また、学部、学科の英文



 
 
 

- 17 - 
 

名称についても「Media Studies」に統一することし、「メディア学部メディア学科」

の英語名称を「Faculty of Media Studies、Department of Media Studies」とするこ

ととした。 

なお、国際的にも「Media Studies」は、メディア教育及び研究をする多くの大学の

学部、学科、研究所で使用されている。そのため「Media Studies」は国際的にも十分

に通用性がある名称だと考えている。 

 

 

4．教育課程の編成の考え方及び特色 

 

（1）カリキュラム・ポリシー 

  メディア学部メディア学科が養成する人材像は、「現代社会・人間生活においてメ

ディアが果たす役割を認識し、メディアに関する知識･活用能力を用いて社会の諸問

題の解決に寄与しうる人材」である。この人材像は、「現代社会、人間生活とメディ

アとの関わりを批判的・主体的にとらえ、来たるべきメディア社会を構想し、人間

生活の向上に役立てる学」としてのメディア学の学位授与方針、すなわちディプロ

マ・ポリシーと密接に関連している。さらにこうした人材を育成するために、本学

部の全学生に修得させる能力をまとめたのが、以下の 7 項目である。 

 

 本学部の全学生に修得させる能力 

1) メディアを批判的・主体的に読み解く能力 

2) 社会の諸問題を発見し、解決するために必要な知識を身につけ理解する能力 

3) メディアの役割や機能について考え、理解する能力 

4) メディアが社会や人間に与える影響について考え、理解する能力 

5) メディアが関わる事象に対する実践的な調査・分析・評価をおこなう能力 

6）メディアを効果的に活用し、表現やコミュニケーションをおこなう能力 

7) 社会問題に対してメディアの役割を理解し、実社会での状況に対応した解決案

を提示する能力 

そして、これらの能力を育成するためのカリキュラム編成の方針として以下の様な

カリキュラム・ポリシーを定め科目を配置している。 

  

カリキュラム・ポリシー 

①メディア学の視点で社会や人間とメディアの関わりを理解すると同時に、メデ

ィアの未来を創造することのできる思考力・実践力を涵養するカリキュラム編

成とする。 
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②メディアの役割や機能を理解するための講義科目と、メディアを効果的に活用

しながら専門性を高める演習科目を、順次的かつ体系的に学修させるカリキュ

ラム編成とする。 

③大学外の各種団体･組織等とも連携しながら、将来の進路を見据えた実践的な学

びを促すカリキュラム編成とする。 

 

 

（2）教育課程の特色 

本学部の教育課程では、教育研究上の目的とカリキュラム・ポリシーを実現するた

め、以下に示すような教育課程を編成している(下表および模式図参照)。 

 

メディア学部の科目区分 

科目区分 内容 

学部基礎科目 メディア学の理論的・歴史的・技術的基礎を学ぶ。 

学部基幹科目 コア領域 メディア学の軸となる 3 つの視点（社会・文化、産業・消費、表現・

技術）を支える理論を学ぶ。 

方法論領域 現代社会や人間生活とメディアとの関わりを批判的に捉えるための

方法を身につけ、また、社会の中で実践する上で必要となる調査・企

画・表現の技法を身につける。 

展開科目 「メディアと社会・文化分野」「メディアと産業・消費分野」「メディ

アと表現・技術分野」から 1分野を選択して、個別具体的な教育研究

の対象について学び、応用的な能力を身につける。 

社会連携プログラム メディア学の知識や方法を、大学外の団体・組織と連携して実践的に

活かす。 

卒業研究 これまでの学びの集大成として卒業研究に取り組む 

 

 

 

 

 

 



 

 

本学部の教育課程と、前述した「

以下で説明する。

である。また

思考力を指しており、すべての科目を通して修得させる能力である。

て学部基幹科目の方法論領域や展開科目を通して身につける応用的能力を指しており、

7)は学部基幹科目の方法論領域や展開科目、ならびに社会連携プログラム、卒業研究

などを通して身につける実践的能力を指している。

 

以下

 

①メディア学を段階的・体系的に学修させるための基礎教育

  メディア学が対象とする研究領域

は、

理解やメディア学の背景にある制度や歴史を理解させる

  さらに並行して、大学レベルの高等教育へのスムーズな移行を促し、その後実践

本学部の教育課程と、前述した「

以下で説明する。

である。また 2)

思考力を指しており、すべての科目を通して修得させる能力である。

て学部基幹科目の方法論領域や展開科目を通して身につける応用的能力を指しており、

は学部基幹科目の方法論領域や展開科目、ならびに社会連携プログラム、卒業研究

などを通して身につける実践的能力を指している。

以下、本学の教育課程の特色を説明する

 

メディア学を段階的・体系的に学修させるための基礎教育

メディア学が対象とする研究領域

は、専門教育科目

理解やメディア学の背景にある制度や歴史を理解させる

さらに並行して、大学レベルの高等教育へのスムーズな移行を促し、その後実践

本学部の教育課程と、前述した「

以下で説明する。1)は本学部の学びを通して身につける能力の中でも基盤となる能力

2)～4)は、メディアと社会･人間の関係を考える諸領域に対する理解力・

思考力を指しており、すべての科目を通して修得させる能力である。

て学部基幹科目の方法論領域や展開科目を通して身につける応用的能力を指しており、

は学部基幹科目の方法論領域や展開科目、ならびに社会連携プログラム、卒業研究

などを通して身につける実践的能力を指している。

、本学の教育課程の特色を説明する

メディア学を段階的・体系的に学修させるための基礎教育

メディア学が対象とする研究領域

専門教育科目への導入として

理解やメディア学の背景にある制度や歴史を理解させる

さらに並行して、大学レベルの高等教育へのスムーズな移行を促し、その後実践

メディア学部の教育課程の模式図

本学部の教育課程と、前述した「

は本学部の学びを通して身につける能力の中でも基盤となる能力

は、メディアと社会･人間の関係を考える諸領域に対する理解力・

思考力を指しており、すべての科目を通して修得させる能力である。

て学部基幹科目の方法論領域や展開科目を通して身につける応用的能力を指しており、

は学部基幹科目の方法論領域や展開科目、ならびに社会連携プログラム、卒業研究

などを通して身につける実践的能力を指している。

、本学の教育課程の特色を説明する

メディア学を段階的・体系的に学修させるための基礎教育

メディア学が対象とする研究領域

への導入として

理解やメディア学の背景にある制度や歴史を理解させる

さらに並行して、大学レベルの高等教育へのスムーズな移行を促し、その後実践
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メディア学部の教育課程の模式図

本学部の教育課程と、前述した「本学部の全学生に修得させる能力」と関連させて

は本学部の学びを通して身につける能力の中でも基盤となる能力

は、メディアと社会･人間の関係を考える諸領域に対する理解力・

思考力を指しており、すべての科目を通して修得させる能力である。

て学部基幹科目の方法論領域や展開科目を通して身につける応用的能力を指しており、

は学部基幹科目の方法論領域や展開科目、ならびに社会連携プログラム、卒業研究

などを通して身につける実践的能力を指している。

、本学の教育課程の特色を説明する

メディア学を段階的・体系的に学修させるための基礎教育

メディア学が対象とする研究領域を段階的・体系的に学修させるため、

への導入として学部基礎科目

理解やメディア学の背景にある制度や歴史を理解させる

さらに並行して、大学レベルの高等教育へのスムーズな移行を促し、その後実践

- 

メディア学部の教育課程の模式図

本学部の全学生に修得させる能力」と関連させて

は本学部の学びを通して身につける能力の中でも基盤となる能力

は、メディアと社会･人間の関係を考える諸領域に対する理解力・

思考力を指しており、すべての科目を通して修得させる能力である。

て学部基幹科目の方法論領域や展開科目を通して身につける応用的能力を指しており、

は学部基幹科目の方法論領域や展開科目、ならびに社会連携プログラム、卒業研究

などを通して身につける実践的能力を指している。 

。 

メディア学を段階的・体系的に学修させるための基礎教育

を段階的・体系的に学修させるため、

学部基礎科目を置き、

理解やメディア学の背景にある制度や歴史を理解させる

さらに並行して、大学レベルの高等教育へのスムーズな移行を促し、その後実践

メディア学部の教育課程の模式図 

本学部の全学生に修得させる能力」と関連させて

は本学部の学びを通して身につける能力の中でも基盤となる能力

は、メディアと社会･人間の関係を考える諸領域に対する理解力・

思考力を指しており、すべての科目を通して修得させる能力である。

て学部基幹科目の方法論領域や展開科目を通して身につける応用的能力を指しており、

は学部基幹科目の方法論領域や展開科目、ならびに社会連携プログラム、卒業研究

メディア学を段階的・体系的に学修させるための基礎教育 

を段階的・体系的に学修させるため、

を置き、メディア学の基礎的理論の

理解やメディア学の背景にある制度や歴史を理解させる。 

さらに並行して、大学レベルの高等教育へのスムーズな移行を促し、その後実践

本学部の全学生に修得させる能力」と関連させて

は本学部の学びを通して身につける能力の中でも基盤となる能力

は、メディアと社会･人間の関係を考える諸領域に対する理解力・

思考力を指しており、すべての科目を通して修得させる能力である。5)～6)

て学部基幹科目の方法論領域や展開科目を通して身につける応用的能力を指しており、

は学部基幹科目の方法論領域や展開科目、ならびに社会連携プログラム、卒業研究

を段階的・体系的に学修させるため、

メディア学の基礎的理論の

さらに並行して、大学レベルの高等教育へのスムーズな移行を促し、その後実践

本学部の全学生に修得させる能力」と関連させて

は本学部の学びを通して身につける能力の中でも基盤となる能力

は、メディアと社会･人間の関係を考える諸領域に対する理解力・

6)は主とし

て学部基幹科目の方法論領域や展開科目を通して身につける応用的能力を指しており、

は学部基幹科目の方法論領域や展開科目、ならびに社会連携プログラム、卒業研究

を段階的・体系的に学修させるため、1 年次に

メディア学の基礎的理論の

さらに並行して、大学レベルの高等教育へのスムーズな移行を促し、その後実践

 
 
 

 

本学部の全学生に修得させる能力」と関連させて

は本学部の学びを通して身につける能力の中でも基盤となる能力
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は主とし

て学部基幹科目の方法論領域や展開科目を通して身につける応用的能力を指しており、

は学部基幹科目の方法論領域や展開科目、ならびに社会連携プログラム、卒業研究

に

メディア学の基礎的理論の

さらに並行して、大学レベルの高等教育へのスムーズな移行を促し、その後実践
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的かつ専門的な知識・技術を身につけていく上で不可欠となる基本的なスキルを身

につけさせる。具体的には総合大学の利点を活かして幅広い領域の教養を身につけ

ることを目的とした共通科目をはじめ、少人数クラスでレポートの書き方や調査の

手法、プレゼンテーションの基礎的技法などを学ぶフレッシュマンセミナーおよび

ベーシックセミナー、コンピュータ活用能力の向上を目指した情報活用演習などを

通して、大学で学ぶ姿勢と、大学で必要となる基礎知識や技術を習得する。 

  また、1 年次秋学期から 2 年次春学期においては、メディア学の基礎的な理解を

基盤にして、本学が考えるメディア学の軸となる 3 つの視点(社会・文化、産業・消

費、表現・技術)から、現代社会や人間生活とメディアがどのようにかかわっている

を理解させる。これらを学修する科目を学部基幹科目：コア領域として配置してい

る。また、社会のありようを調査し理解するための方法やメディアを活用して社会

の問題解決や情報発信を行うための科目を学部基幹科目：方法論領域に配置し、学

部基礎科目、学部基幹科目において、本学部が育成を目指す人材像における基本的

な能力を身につけさせる。 

  また、2 年次秋学期以降の分野の選択にあたって、学部基幹科目：コア領域におい

て、各分野の導入的な内容を学修する。これらの科目を履修することで、学生自身

の学修目標決定の材料とする。 

  

②自らの問題意識と学修目標に応じて専門領域を選択させるカリキュラム 

メディア学部の学生は、メディアの特性をより深く理解・研究し、またメディア

を活用して制作・表現する能力を身につけるために、2 年次秋学期より展開科目の 3

つの分野（1.メディアと社会・文化分野、2. メディアと産業・消費分野、3.メディ

アと表現・技術分野）から選択する。分野の選択は、学生自身の学修目標、目指す

進路をもとに担任教員と面談して決定する。また 1 年次春学期に配置したメディア

学概論、1 年次秋学期に配置したベーシックセミナーにおいても、各分野でどのよう

なことを学修し、どのような能力を身につけるのか理解させる。それぞれの分野の

どの科目を履修するかは、本学部が提示する履修モデルに即して、担任教員、分野

担当教員が順次的･体系的になるよう指導する。それぞれの分野は基礎的な講義科目

から、実際の制作や調査・フィールドワークに至るまで、履修年次とともにその専

門性を高めていくことのできる体系的なカリキュラム編成となっており、併せて履

修することとなる「学部基幹科目・方法論領域」と連動させることで、メディア学

という「学びの体系化」を図ることとしている。 

 

③理論と実践の往復を企図したプログラム 

  講義科目を通して得たメディア学の基礎的理論、ならびにメディアに関する調査
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の技法や、演習科目で培った調査能力や表現技術を絶えず社会へと還元しながらさ

らなる気づきやフィードバックを得ることを目的とした実践的かつ循環的な演習科

目として、「社会連携プログラム」を用意している。2 年次から始まるこのプログラ

ムは、1 年次のフレッシュマンセミナーやベーシックセミナー、学部基礎科目等、専

門分野への導入的な位置づけの授業を通して得た知識・技術を踏まえ、まずは実践

的な調査・分析・表現を行うための練習課題を繰り返すことで、自らのスキルを確

かなものにする。そして 3・4 年次では、より実践的なプロジェクトを企画・運営す

る演習クラスに分かれ、学生が身に付けた専門的な知識を用いて、演習クラス担当

教員の指導のもと実際に自らの足でフィールドに赴き、調査・分析・表現等を行う。

さらに実践を通して得られた知見について、社会学、社会心理学、芸術学、教育学、

情報学など複数の視点からその意義と課題を再検討し、4 年次に取り組む卒業研究に

必要となるさまざまな視点や手法を修得させる。 

具体的には、演習クラス担当教員の指導のもと、クラス内でチームを立ち上げて

量的・質的社会調査を行い、その成果をプレゼンテーションや成果集の頒布といっ

た形で対外的に発表するプロジェクトや、地域の企業・団体・学校・商店などと連

携して行う実践（地域振興のためのイベントの企画・実施や、学校等で実施するメ

ディア教育ワークショップ、地元企業と連携したフリーペーパーの制作・頒布など）、

各種コンテストへの応募、イベントへの出展などを通して、調査力・企画力・表現

力を高めながら、その意義を学問的に捉え直し理論化していくことで 4 年次に取り

組む卒業研究を進める上で必要な能力を身につけることができるプログラムとなっ

ている。なお実施にあたっては社会連携プログラムのコーディネートを主な業務と

する専任教員であるコーディネーター教員を置き、地域企業や団体などとの円滑な

コミュニケーションを図るとともに、各分野で専門的研究を行う専任教員が、演習

クラス担当教員としてそれぞれの視座から活動内容の精査と活動後の理論化の作業

をサポートすることで、4 年次まで責任を持って指導を行う体制を築くこととしてい

る。 

 

（3）教育課程の具体的内容 

メディア学部メディア学科の専門教育科目には、前述のカリキュラム・ポリシー

に基づき ①学部基礎科目 ②学部基幹科目 ③展開科目 ④社会連携プログラム 

⑤卒業研究の 5 つの科目区分を設置する。 

専門教育科目は、資料 10 の専門教育科目カリキュラムに示すように履修の体系性

及び順次性を確保しつつ編成されている。それぞれの科目区分の特徴は以下の通り

である。（資料 10 参照） 

 



 
 
 

- 22 - 
 

①学部基礎科目（必修：8 科目 16 単位） 

学部基礎科目は、本学部の全学生が身につけるべきメディア学の基礎について理

解をさせる科目区分である。具体的には、メディア学の基礎的理論を理解する科目

群と、メディア学の背景にある制度や歴史を理解する科目群の 2 つから構成されて

いる。すべての科目を必修とし、1 年次メディア学の基礎を学ぶ。具体的な科目は以

下の表の通りである。 

 

学部基礎科目の配置 

メディア学の基礎的な理論を理

解する 

メディアと社会 

メディア学概論 

メディア情報概論 

メディア・リテラシー論 

メディア学の背景を理解する メディアとモラル 

メディアと心理 

メディア社会と法 

メディア発達史 

 

 

②学部基幹科目（コア領域：5 科目 10 単位必修、方法論領域 4 科目 8 単位必修、2

科目 4 単位以上選択必修） 

  本学部生が共通して学ぶべき科目を配置した科目群である。メディア学の軸とな

る 3 つの視点（社会・文化、産業・消費、表現・技術）から、現代社会や人間生活

とメディアがどのようにかかわっているかを理解するコア領域(必修)と、社会のあ

りようを調査し理解するための方法やメディアを活用して社会の問題解決や情報発

信をおこなうための技法を学ぶ方法論領域（必修＋選択必修）の 2 領域から構成さ

れている。学部基礎科目とこの学部基幹科目をあわせて学ぶことで、メディア学の

基本的な考え方や理論的背景、ならびに研究の方法、必要な技法について理解する

ことができるよう科目を配置している。なお履修モデルにおいて詳細を示している

が、学部基幹科目の中でも選択必修となる方法論領域については、各展開科目の内

容に合わせて適切な年次に履修させることとしている。（資料５～９ 履修モデル

(1)～(5)参照） 
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学部基幹科目の配置（◎は必修科目） 

メディア学の視点 コア領域 方法論領域 

社会・文化 ◎メディア社会論 ◎メディア調査法 1 

メディア調査法 2 

メディア統計分析 

コンテンツ企画 

メディア取材法 

メディア文章表現 

◎メディア技法入門 

◎造形入門 

◎デザイン技法Ⅰ 

デザイン技法Ⅱ 

編集技法Ⅰ 

編集技法Ⅱ 

写真撮影技法 

Web 技法 

メディア身体表現 

デジタル･プレゼンテーションⅠ 

デジタル･プレゼンテーションⅡ 

産業・消費 ◎メディア産業概論 

◎消費社会論 

表現・技術 ◎美術入門 

◎情報社会論 

 

 

 

③展開科目（選択必修：3 つの分野から１つを選択し、18 単位以上。うち５科目 10

単位は分野必修） 

 学部基礎科目、学部基幹科目（コア領域，方法論領域）の学びを踏まえ、これと

の連続性の上にメディアの特性をより深く理解・研究し、またメディアを活用して制

作・表現する能力を身につける科目群である。この展開科目はメディア学の軸となる

3 つの視点に対応した、以下の 3 つの分野から構成されており、本学部生はこの中から

中心的に学ぶ 1 分野を選択し、学びを深めていく。 

 具体的に設置するのは以下の分野である。具体的に配置する科目は本学部の専門教

育科目のカリキュラムに示す。 
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  1）メディアと社会・文化分野：  

社会学をはじめとするメディアに関するさまざまな研究成果を背景に、メディア

が社会や文化に与える影響について理論的・実践的に学ぶ。自らが生きる現代社

会におけるメディアの役割や意義を理解し、メディアが持つ可能性や課題を多角

的な視座から分析することを通して、社会に新しい価値や役割を創造し、解決策

を提案する能力を育成する。 

  2）メディアと産業・消費分野： 

コンテンツが生産され、流通し、消費される一連のプロセスとその社会的背景を

理論的・実践的に学ぶ。メディアコンテンツの生産・消費の背景にある社会構造

を理解し、自らもコンテンツを生み出しながら、メディア産業と消費者、ならび

に社会との関係を多角的にとらえる能力を育成する。 

  3）メディアと表現・技術分野： 

メディア技術を介した表現の社会的位置づけと、こうした技術が社会で果たして

いる役割、ならびに今後の可能性について理論的・実践的に学ぶ。メディアが生

み出してきた表現の特徴とその根底にある技術の仕組みを理解し、自らメディア

技術を用いた表現をおこないながら、表現・技術・社会のよりよい関係を構想す

る能力を育成する。 

 

 ④社会連携プログラム（メディア基礎演習[2 年次]：2 単位選択必修，メディア実践

演習[3 年次,4 年次春学期]：8 単位必修） 

 これまでの学部基礎科目、学部基幹科目、展開科目で培ってきた知識や技術を社会

へ還元し、さらなる気づきやフィードバックを得ることを目的とした演習科目として、

「社会連携プログラム」を設置している。このプログラムの具体的な流れは以下の通

りである。 

2 年次では教員の指導のもと、メディアを使った調査・分析・発信を繰り返しながら

基本的なスキルを修得すると同時に、自ら課題を発見し、それを解決するスキルを養

う。さらに、3 年次では 10～15 名程度の演習クラスに分かれ、演習クラス担当教員の

指導のもとでより実践的なプロジェクトを立ち上げ、さらに専門的な調査・分析・発

信を行う。各プロジェクトの企画・実施にあたっては、このプログラム全体を統括し

つつ連携先の確保と調整にあたるコーディネーター教員を配置し、地域の企業・団体

などと連携しながら、大学内での閉じた学びではなく、社会のなかで学び社会に対し

てその成果を発信するというサイクルを構築していく。また少人数のチームでの作業

を通して、コミュニケーション力やチームワーク力を身につけていく。具体的なプロ

ジェクトとしては、地域企業等と連携したフリーペーパー制作、メディアを使った商
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店街振興策の提案・実施、タブレット端末を活用した教育現場でのワークショップの

実施、ケーブルテレビ局と連携した映像作品の制作･配信などを行っていく。 

 また、こうした活動を通して身につけた思考力・企画力・実行力を、さらに実社会

で活かすために、インターンシップに対する単位認定を行い積極的に奨励する。本学

部におけるインターンシップは、①学部に設置される分野科目での学びを基盤とした

就業体験で得た成果を自らの専門分野にフィードバックさせ、社会連携プログラム及

び卒業研究等における発展的学びにつなげる、②企業・団体における就業体験を通し

て、社会の一員という立場から社会の構成要素を見つめ直し、社会人にとって必要な

実践力・応用力を身につける、の２点を実施目的として、参加を強力に推奨していく

こととする。 

なお、3 年次後半から 4 年次にかけては、実地で得られた知見を整理し、その学問的

意義と課題を明らかにした上で、4 年間の集大成としての卒業研究へと結実させていく。

そのために、外部のさまざまな団体とのコーディネートを行う専任教員を中心として、

担当教員が責任を持ってこのプログラムを実施することで、理論と実践を往復しなが

らメディア学の学びを深めていくことのできる体系的な学びの場を実現させる。メデ

ィア基礎演習、メディア実践演習及びインターンシップの実施内容･実施体制の詳細に

ついては、「10.社会連携プログラムの具体的計画」において述べる。 

 

⑤卒業研究（[4 年次秋学期]：4 単位必修） 

4 年次春学期までのメディア実践演習クラス担当教員が指導教員となり、メディア

実践演習の成果を踏まえてテーマを発展的に再設定し、4 年間の集大成となる研究に

取り組む。卒業研究は選択分野にあわせて A:卒業論文（文献研究、実験や調査などの

実証的なデータ分析に基づく報告、考察などを含む論文）、もしくは B:卒業制作（種々

のメディア(言語、映画、DTP、写真、イラスト、絵画、CG、Web ページ、インスタレー

ションなど)を用いた制作物）のいずれかを選択し、執筆・制作をおこなう。 

 

（4）科目配当・履修年次等 

  具体的な科目とその配当年次は資料 10 に示すカリキュラムのとおりである。 

 

 

5．教員組織の編成の考え方及び特色  

    

 本学部の特色である、メディア学の理論探求と社会的実践を架橋し、両者を体系的

に結びつける教育方針を重視し、その実施を可能とする教員組織の編成を行うことと
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している。また、学内で学んだメディア学の知識や方法を用いて学生が学外の団体・

組織と連携しながら課題の解決に取り組む PBL(Project-Based-Learning)型教育プロ

グラムの実施を行うこととしている。 

 以上のことから、教員組織においては本学がメディア学の軸として考える３つの視

点(社会・文化、産業・消費、表現・技術)を支える理論とその先に展開される個別具

体的な教育研究の対象を有機的かつ体系的に結びつけた教育・研究実績や学会及び社

会活動実績を有する教員をバランス良く配置することとしている。 

 このため、本学部の専任教員数は新規の採用を含め、大学設置基準の必要数である

14 名を上回る 19 名（教授 8 名、准教授 6 名、講師 3 名、助教 2 名）を配置し、教育

研究分野の特性を踏まえつつ実践と理論のバランスに配慮した教員組織を編成した。

また、専任教員の年齢構成については、教授 8 名は 53 歳から 62 歳に、准教授 6 名は

36 歳から 56 歳に、専任講師 3 名は 36 歳から 38 歳に、助教 2 名は 26 歳と 32 歳にそ

れぞれ分布している。これは、本学園の就業規則上の定年年齢である教授満 70 歳、准

教授満 65 歳、専任講師満 63 歳、及び助教満 63 歳の定めを勘案しても教育研究の遂行

上支障のない年齢構成になっているものと考えている。（資料 11） 

（1）学部基礎科目  

  本学部の全学生が身につけるべきメディア学の基礎について理解をさせる科目区

分である。メディアの理論や歴史、メディア技術を理解する科目群、現代社会、人

間生活とメディアとのかかわりをより多角的にとらえるための視座を身につける科

目群であり、専任教員６名を配置する。 

（2）学部基幹科目 

  ①「コア領域」 

   メディア学の軸となる３つの視点（社会・文化、産業・消費、表現・技術）の

それぞれが、現代社会や人間生活とどのようにかかわっているかを理解し、メディ

ア学に関する理論的基礎と体系的な学びを確保するための科目群であり、専任教員

２名を配置する。 

   ②方法論領域 

  社会のありようを調査し理解するための方法やメディアを活用して社会の問題解

決や情報発信をおこなうための技法を学ぶ科目群であり、専任教員は６名を配置す

る。 

（3）展開科目 

 ① メディアと社会・文化分野 

  社会・文化をキーワードとして、メディアが持つ影響力とその可能性や課題につ

いて、学術的に探求することを目的とした分野である。自らが生きる現代社会にお

けるメディアの役割や意義を理解し、メディアが持つ可能性や課題を多角的な視座
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から分析することを通して、社会に新しい価値や役割を創造し、解決策を提案する

能力を育成する科目を置く。専任教員５名を配置する。 

 ② メディアと産業・消費分野 

  メディアコンテンツが生産され消費される一連のプロセスとその社会的背景を理

論的・実践的に学ぶ分野である。メディアコンテンツの生産・消費の背景にある社

会構造を理解し、自らもコンテンツを生み出しながら、メディア産業と消費者、な

らびに社会との関係を多角的にとらえる能力を育成する科目を置く。専任教員４名

を配置する。 

 ③ メディアと表現・技術分野 

  メディアを介した表現の社会的位置づけと、それを可能にする技術が社会で果た

している役割、ならびに今後の可能性について理論的・実践的に学ぶ分野である。

メディアが生み出してきた表現の特徴とその基盤にある技術の仕組みを理解し、自

らもメディア技術を用いた表現をおこないながら、表現・技術・社会のあるべき関

係を構想する能力を育成する科目を置く。専任教員６名を配置する。 

 

（4）社会連携プログラム 

   メディアの特徴を理解し、メディアを使って表現・発信する技術を学びながら、

社会の中でメディアがいかに活用されるかを調査・分析し、最終的にメディアを使

った社会への様々な情報発信を実践的に行うことを学ぶ演習科目群である。2 年次

の選択必修科目である「メディア基礎演習 A・B」、3・4 年次の必修科目である「メ

ディア実践演習 1～4」並びに 3・4 年次の選択科目である「インターンシップ（短

期：10 日程度）」及び「インターンシップ（長期：20 日程度）」を通じて専門知識

の社会での活用や実践的な思考力、行動力を涵養するものであり、助手を除く全て

の専任教員 19 名が担当する。 

 

 

６．教育方法、履修指導方法及び卒業要件 

 

  本学における学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）は、「目白大学・目白大学

短期大学部の学位授与等の方針に関する規程」第 3 条第 2 項別表第 1 に本学共通の

方針として、以下の定めがある。 

目白大学は、教育基本法等の法令並びに建学の精神「主・師・親」に基づき、国 

家・社会への献身的態度、真理探究の熱意、人間尊重の精神を体得し、創造的な知性

と豊かな人間性及び応用的諸能力を備え、わが国の発展、国際社会の平和と福祉に貢
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献する主体性のある人材の育成を目的として、学生を「育てて送り出す」教育を実践

する。 

 本学は、在学年数、単位数等の卒業要件を満たし、以下の能力を身に付け、所属学

科のディプロマ・ポリシー（学位授与の方針）に適合した学士課程の学生に、学士の

学位を授ける。 

1.広く国や社会の在り方に目を向け、グローバルな視点からものごとを考え、課題解

決に向けて行動することができる。 

2.専攻する分野の基礎的知識や技能、技術を修得し、真理探究のために主体的に学ぶ

ことができる。 

3.豊かな人間性に根ざした教養とコミュニケーション能力を持ち、積極的に他者と協

力してものごとに取組むことができる。 

 以上の大学の共通方針に基づいた本学部のディプロマ・ポリシー（学位授与の方

針）は、以下の通りである。 

メディア学部ディプロマ・ポリシー 

①メディアを批判的･主体的に読み解く能力を身につけた上で、社会の諸問題につい

て適切に評価し、解決に向けて努力することができる。 

②メディアの機能や影響を理解した上で、適切な調査･表現･コミュニケーションを

社会との関わりにおいて実践することができる。 

③メディアの役割に関心を持ち続け、社会に貢献することができる。 

 

具体的には、前述の｢4.教育課程の編成の考え方及び特色｣で記した本学部カリキ

ュラム・ポリシーを踏まえて設定された教育課程を履修し、所定の単位を修得した

者に学位を授与することとしている。 

 

（1）教育方法、履修指導方法 

① 教育方法  

1 年次は、学部での専門的な学びの基礎となる力の修得を目標とする。分野の枠

を超えて初年次の学生が共通に身につけるべき基本的な態度・資質・能力などを育

むことを目的とするフレッシュマンセミナーを出発点として、専門教育を受けるた

めの前提として必要とされる基礎的な知識や能力（基礎学力）を身につけることを

目的とするベーシックセミナーを中核に位置付け、幅広い分野で構成される総合科

目、国語、外国語、情報活用演習、体育等を履修し、大学の学びの基盤となる能力

の修得を指導する。 

 また、学部専門科目として、本学部が目指す人材養成の基本理念、学問体系を学
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生の入学当初に十分に教授する必要があることから、1 年次の学部基礎科目として、

メディア学の基礎を理解するための「メディアと社会」「メディア学概論」「メディ

ア情報概論」「メディアとモラル」「メディアと心理」「メディア社会と法」「メディ

ア発達史」「メディア・リテラシー論」、また、学部基幹科目：コア領域として、メ

ディア学の軸となる 3 つの視点(社会・文化、産業・消費、表現・技術)と現代社会

や人間生活との関わりを理解するための「美術入門」「消費社会論」及び方法論領域

の「メディア技法入門」「造形入門」を必修科目として配置する。 

  2 年次は、学びの展開期として位置付ける。メディア学の基礎的な知識を基盤に

して、メディア学の軸となる 3 つの視点(社会・文化、産業、消費、表現、技術)を

さらに学修するため、学部基幹科目：コア領域として、「メディア社会論」「情報社

会論」「メディア産業概論」、メディアを批判的・主体的に捉えるための方法を身に

つけるための基点となる「メディア調査法 1」、表現のあり方を理解するための基点

となる「デザイン技法Ⅰ」を必修科目として配置するとともに、社会連携プログラ

ムの導入的科目として、学部独自の「メディア基礎演習 A」「メディア基礎演習 B」

を選択必修科目として配置し、少人数で指導を行う体制を整える。展開科目につい

ては、2 年次の 7 月に自身の学修目標と将来希望する進路にあった知識・能力を養う

ための分野を選択する。 

  3 年次は、応用的な科目群を配置し、専門性の深化を軸とした学習を指導する。

また社会連携プログラムの「メディア実践演習 1」「メディア実践演習 2」を必修科

目として配置し、自身が学修した知識・能力を活用したメディア実践を社会に出て

行う。また、そこで得た結果や課題を整理し 4 年次で取り組む個人研究プロジェク

トのテーマを考える。 

 4 年次は、春学期に、「メディア実践演習 3」「メディア実践演習 4」を配置し、3

年次から考えてきた個人研究プロジェクトを実際に立ち上げ実践する。さらに個人

研究プロジェクトの成果をもとにメディア学部４年間の学びの集大成として４年次

秋学期でその意義を学問的に捉え直し理論化させた卒業論文の執筆または卒業制作

に集中的に取り組む。 

  なお、2 年次以降の大きな柱として開設する「社会連携プログラム」においては、

全体のコーディネートを行う専任教員を 1 名配置するとともに、学生が選択する分

野の教員が演習クラスを担当することで分野の専門性を高めるための一貫した指導

ができる体制を整備する。2 年次には、「メディア基礎演習」を前・後期いずれか 1

科目以上の履修を選択必修とし、3 年次以降の専門学習の深化に向けて、社会と関わ

るプロジェクトを実施するために必要な知識を修得させた上で、3 年次、4 年次開設

の「メディア実践演習」において社会と連動した応用的演習を行う。なお、2 年秋学

期に、メディア実践演習に関する説明会を数回開催し、学生の希望する研究テーマ
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と演習内容、各教員の専門領域との調整を行い、演習への配属を決定する。演習担

当教員は、演習や卒業研究の指導だけでなく、履修指導や就職に関する相談を含め、

学生生活全般にわたる個別の相談・指導を行う。 

  メディア基礎演習、同実践演習の内容としては、たとえば、企業・地域を取材し

てフリーペーパーや新聞の制作、地域を取材したケーブルテレビ番組の制作、商店

街と連携したインターネット番組の企画・制作やイベントの協働企画等を予定して

いる。本演習においては、授業時間内の学習に加えて、毎週の授業において課す課

題を授業時間以外に行うことを必須として、授業時間以外にも十分な学習時間を設

ける必要があることから、単位数を 2 単位に設定している。 

  また、「卒業研究」は、学生が選択した分野の演習クラスごとに卒業論文または卒

業制作のいずれかを選択させる。卒業論文は、文献研究、実験や調査などの実証的

なデータ分析に基づく報告、考察などを含むこととし、卒業制作は、論文以外の種々

のメディアを用いた制作物とする。学生は、執筆または制作過程において、中間発

表会で発表することが必須であり、担当教員以外の他教員及び本学部の同・他学年

の学生から評価を受け、内容を改善することが求められる。最終的には、学部内に

おける最終審査会（担当教員以外の 2 名が審査にあたる）での審査を通過すること

が必要であり、卒業論文・卒業制作のいずれであっても、本学部のディプロマ・ポ

リシーに照らし合わせて、本学部の全学生に修得させる能力のうち「(7) 社会問題

に対してメディアの役割を理解し、実社会での状況に対応した解決案を提示する能

力」を身につけたと言える内容になっているかどうかを評価基準とする。優れた卒

業論文または卒業制作を執筆・制作した学生は優秀論文・優秀制作として表彰を行

う。授業時間内の学習に加え、授業時間外における課題への取り組み、論文の執筆

または制作、審査への準備において十分な学習時間を設ける必要があることから、

単位数を 4 単位としている。担当教員は、各学生の進捗状況を把握し、卒業論文ま

たは卒業制作を指導する。 

  なお、入学定員とカリキュラムの構成から、学部専門科目における講義科目の履

修者は最大で 160 名程度、コンピュータを利用した演習科目は 90 名程度、コンピュ

ータを利用しない演習科目は10〜20名程度の少人数クラスによる教育体制とする計

画である。大人数の講義の場合でも、学生の主体的学習姿勢を確立し、理解を深め

るため、コメントシートの提出やクリッカーなどの使用により、アクティブラーニ

ング型授業を志向した講義を行うこととしている。また、コンピュータを使用した

演習科目については、受講人数に応じて、スチューデントアシスタントを 1〜2 名配

置し、学生の理解度に応じた指導を行う。 
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② 履修指導方法 

 本学部は、大学設置基準別表第一に照らすと、社会学・社会福祉学分野で構成さ

れるため、必要専任教員数は収容定員 560 人に対し 14 名であるが、メディア学に対

する教育を拡充させ、新たに社会連携プログラムを実施するなどで、充実した教育

体制を整えるため、専任教員数は大学設置基準を上回る教員を確保し、個々の学生

へ十分に目が届くよう履修指導を行う。 

 特に 1 年次には、入学式後に全員参加必須の新入生オリエンテーションを実施し、

学生便覧、シラバス、時間割、履修モデル等の資料を示し、卒業要件に必要な科目、

履修方法などについて具体的な説明と質疑応答を行う。さらに、本学部では、資格

取得支援も 積極的に行うことから、後述の資格の概要及び履修モデルとの関係性

について、オリエンテーション時に十分に説明をすることとしている。 

 2〜4 年次に関しても、1 年次と同様に、毎年、学年別にオリエンテーションを開

催し、履修方法などについて具体的な説明と質疑応答を行う。なお、オリエンテー

ションのプログラムには、学部長・学科長の講話の時間を設け、学部・学科の教育

目標、教育課程の編成、実施方法等について周知し、学びの体系化を確保するとと

もに、年次に応じて、資格、インターンシップ、卒業研究等について詳細の説明を

行い、各学年における具体的な目標設定や勉学に取り組む姿勢などについて指導を

行う。 

また、全体のオリエンテーションに加えて、1 年次においては、フレッシュマンセ

ミナー（共通科目）、ベーシックセミナー（クラスごとに実施、共通科目）において、

履修指導を行うほか、クラス担任に随時相談できる体制を整える。各学年を通じて、

随時、学科事務室窓口における個別相談を受け付けるとともに、各ゼミ・クラス担

当教員による個別指導・助言を適宜行い、学生の適性や希望する進路に沿った適切

な履修ができるように支援する。このため、全専任教員によるオフィスアワーを充

実し、履修相談の他、授業の疑問点や今後の研究テーマについて学生が教員に直接

指導を受けることのできる環境を整備する。 

 

 

（2） 卒業要件 

 ア.本学部では、卒業に必要な単位を 124 単位とする。本学部の掲げる人材育成目

的の達成につながる履修を促すため、共通科目 28 単位以上、専門教育科目 86 単位

以上、自由選択科目10単位の修得を必須として、科目区分ごとに以下の要件を課す。 
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科目区分 必修 

単位数 

選択必修 

単位数 

選択 

単位数 

備考 

共通科目(28 単位) 19 8 1  

専門教育 

科目 

(86 単位) 

学部基礎科目 16 - -  

学部 

基幹科目 

 

コ ア

領 域 

10 - - 

 

 

方 法

論 領

域 

8 4 16 

 

展開科目 - 18 選択した分野より 18 単位 

うち*を付した科目を 10 単位

分野必修 

社会連携 

プログラム 

8 2 メディア基礎演習 A/B より計

2単位選択必修 

卒業研究 4 - -  

自由選択科目(10 単位) - - 10 本学が開設する共通科目、専

門教育科目、本学が指定する

放送大学の科目 

合計(124 単位) 65 32 27  

 

共通科目とは、全学部生が共通で履修する教養教育に関する科目区分であり、28 単

位以上の単位修得を必須とする。初年次セミナー（フレッシュマンセミナー、ベー

シックセミナー）、国語（日本語読解演習Ⅰ・Ⅱ、日本語表現演習Ⅰ・Ⅱ）、外国語

（英語基礎Ⅰ・Ⅱ、総合英語Ⅰ・Ⅱ、専門基礎英語）、情報活用演習Ⅰ・Ⅱ、スポー

ツ・健康（生涯スポーツ１、健康科学）、キャリアデザイン（専門とキャリア A・B）

の 19 単位が必修である。加えて、総合科目（分野横断科目、学際科目、異分野入門

科目、グローバル課題探求科目から各々2 単位）を必ず履修する（選択必修）。その

他、1 単位が選択となっている。本学部では、これらの共通科目の学修効果を高める

ため、選択必修科目及び選択科目について、履修モデルを用意し、履修すべき科目

を指導することとしている。 

 専門教育科目は 86 単位以上の単位修得を必須として、科目区分ごとに要件を課す。 

 学部基礎科目は、本学部の学生全員が身につけるべき、メディア学の基礎につい

ての基礎的な理解をさせるための科目区分であることから、すべての科目を必修と

し、16 単位の単位修得を必須とする。 



 
 
 

- 33 - 
 

 学部基幹科目には、コア領域と方法論領域の 2 つの領域を設置する。コア領域は、

メディア学の軸となる視点を理解させるための科目群であることから、すべての科

目を必修とし、10 単位の単位修得を必須とする。また、方法論領域は、現代社会や

人間生活とメディアとの関わりを批判的・主体的に捉えるための方法を身につけ、

また、社会の中で実践する上で必要となる調査・企画・表現の技法を身につけるた

めの領域である。当該領域の中で最も基盤となる内容が含まれる 4 科目 8 単位を必

修とする。 

展開科目は、学部基礎科目、学部基幹科目（コア領域、方法論領域）の学びを踏ま

え、これとの連続性の上にメディアの特性をより深く理解・研究し、またメディア

を活用して制作・表現する能力を身につけるための科目区分であり、学生は１つの

分野を選択し、選択した分野より 18 単位、うち 10 単位を分野必修とする。 

 なお、学生が分野を選択するのは、2 年次の 7 月である。1 年次に、メディア学の

基礎、１年次から 2 年次春にかけて、メディア学の軸となる視点を理解し、方法論

を学んだ上で、各分野の導入となる展開科目の履修や担任教員との面談を行いなが

ら、分野を選択する。 

 各分野の学びの質を担保するという観点から、各分野の受入上限は 50 名程度とす

る。各分野の受入定員及び定員超過の場合の選抜方法に関しては、1 年入学時の履修

ガイダンス及びベーシックセミナーにおいて学生に周知徹底する。具体的には、1

年秋に、学生は担任教員との面談を踏まえて、将来の進路を踏まえた分野志望理由

書を提出する。受入定員を超えた場合は、志望理由書の内容、分野に関連した科目

に関する成績、出席状況等を踏まえて、学科会議で審議し、学生に適した分野を選

択させることとする。 

 なお、途中年次における分野変更は学びの体系性を担保するという観点から原則

として認めないが、明確な事由があると学科会議において認められた場合は、主分

野を変更した場合、4 年進級時に､未修得の分野必修科目と他の必修科目の時間が重

なった場合､その時点で卒業延期が確定する可能性があり、学部としては、こうした

分野変更によって生じた不利益について､救済を行わないことを説明した上で、本人

が納得した場合は分野変更を認める場合がある。 

 社会連携プログラムについては、メディア基礎演習 A/B より計 1 科目 2 単位を選

択必修とし、メディア実践演習 1,2,3,4 の合計 4 科目 8 単位を必修とする。 

 卒業研究は 4 単位であり、必修とする。 

 上記以外の選択単位数は 16 単位である。選択科目については、インターンシップ

入門、インターンシップ(短期、長期)を中心に、履修モデルを踏まえた履修指導を

行い、各学生の選択分野に沿って、履修すべき科目を指導することとしている。 

 また、自由選択科目は、本学が開設する共通科目、専門教育科目、本学が指定す



 
 
 

- 34 - 
 

る放送大学の科目から 10 単位まで履修可能としているが、このうち本学が指定する

放送大学の科目については、同大学との単位互換協定に基づき平成 29 年 12 月頃を

目途に協議を行って、学内規程（履修規程及び履修要項）に定めることとしている。 

 

イ.卒業研究の実施方法 

①卒業研究と展開科目の関係性 

 卒業研究は、学生が選択した展開科目と密接に関連している。本学部の学生は学部

基礎科目、方法論科目の内容を基盤に専門性を高めるための科目群として展開科目に

配置される分野から１つを選択し、専門科目を本格的に学びつつ自身の研究テーマに

ついて検討をはじめ、秋学期にそのテーマに基づいて演習クラスを選択し、3 年次のメ

ディア実践演習に臨むことになる。また 4 年次のメディア実践演習では、3 年次の演習

時にクラス全体で実施した実践の成果や課題を整理し、そこから得られた知見を学生

個人の研究テーマに活かすための方策についてクラス内で議論を行う。その上で、自

身のテーマに沿った個人研究プロジェクトを立ちあげ、クラス内での議論と教員の指

導を受けながら、そのテーマをさらに発展させ、最終成果物としての卒業研究へと結

実させていく。したがって、選択する分野と、3 年次～4 年次春学期に実施するメディ

ア実践演習での実践プログラム、ならびに卒業研究のテーマは、基本的には密接に関

連したものとなる。 

 なお、分野の特性を踏まえて、本学部における卒業研究は、以下２つの形式のいず

れかをとることとしている。 

A:卒業論文—文献研究、実験や調査などの実証的なデータ分析に基づく報告、考察など

を含む論文 

B:卒業制作—種々のメディア(言語、映画、DTP、写真、イラスト、絵画、CG、Web ペー

ジ、インスタレーションなど)を用いて制作した制作物 

 上記の A,B は、学生の選択した分野及びメディア実践の演習プログラムに応じて確

定する。以下、選択した専門分野と卒業研究の形式、具体的な卒業研究テーマ例を示

す。 

 

展開科目における３つの分野と卒業研究の関係性 

分野 卒業研究 卒業研究テーマ例 

メディアと社会・文化 卒業論文 

または 

卒業制作 

・商店街におけるインターネット番組を利用した効果的な情報発信のあり方に関す

る研究（卒業論文） 

・ニコニコ動画における盛り上がり方の比較分析（卒業論文） 

・日本にいる留学生の生活を記録するフリーペーパーの分析と提案（卒業論文） 
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メディアと産業・消費 ・J リーグクラブにおけるイベントをめぐる分析と提案（卒業論文） 

・“水”に触れる広告～これまでにない広告媒体創造へのチャレンジ～（卒業制作） 

・ストップモーション・アニメーションによる教育コンテンツの制作（卒業制作） 

メディアと表現・技術 

 

・映像制作技術の変遷における映像表現の影響と効果（卒業論文） 

・高齢者に向けたスマホサイトのユーザビリティに関する研究（卒業論文） 

・車椅子ソフトボールの選手に密着したドキュメンタリー番組の制作（卒業制作） 

 

 これらの指導にあたっては、前述した学生が所属するメディア実践演習の演習クラ

ス担当教員が指導教員となり、学生が選択した分野の科目を担当する教員もその専門

的な立場から指導・助言する計画である。 

 

②卒業研究実施スケジュール 

 卒業研究は以下の共通スケジュールで運用する。卒業研究中間発表会においては、

指導教員、学生が選択した分野の教員から指導を受ける。また、卒業研究審査会にお

いては、指導教員が主査となり、選択した分野の教員が審査を担当し、口頭試問を行

う。さらに、審査会において優秀と認められた研究については、優秀者発表会にて発

表を行わせることとし、学部４年間で得た学習成果について学部４年生全員で共有す

る機会とする。 

 

卒業研究全体スケジュール 

日程 項目 

９月初旬 履修登録 

９月下旬 卒業研究登録 

１０月下旬 卒業研究中間発表会 

１月下旬 卒業研究提出〆切 

２月上旬 卒業研究審査会 

２月上旬 卒業研究優秀者発表会 

２月下旬 卒業研究再審査会 

３月初旬 成績評価・確定 

 

③卒業研究審査方法 

 卒業研究の審査は、メディアに関する知識・活用能力を用いて社会の諸問題の解決

に結びつけているかどうかを共通基準とし、論文と制作に分け、審査の基本となる各々

の基準を設ける。各々の基準は下記のとおりである。 
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論文 

①論文の内容 

１）論文の目的が明確に示されているか 

２）論文の展開（目的から結論まで）に飛躍がないか 

３）目的達成のための調査方法や分析、考察が明確に示されているか 

４）結論が明確に導き出されているか 

５）誤字･脱字がなく、指定された書式に則り論文がまとめられているか 

②口頭試問 

６）審査会において、持ち時間を有効に活用して時間内にわかりやすくまとめ発表で

きるか 

７）審査会において、質問に対し的確に答えられるか 

 

制作物 

①制作物の内容 

１）制作の目的に適したメディアや技法を用いているか 

２）制作の過程や表現手法にオリジナリティがあるか 

３）制作物の価値やクオリティを高めるための工夫がされているか 

４）説明文の展開（目的から結論まで）に飛躍がないか 

５）誤字･脱字がなく、指定された書式に則り説明文がまとめられているか 

②口頭試問 

６）審査会において、持ち時間を有効に活用して時間内にわかりやすくまとめ発表で

きるか 

７）審査会において、質問に対し的確に答えられるか 

 

 審査は、指導教員が主査となり、選択した分野の教員が審査を担当する。論文・制

作のいずれにおいても、本学部のディプロマ・ポリシーに照らし合わせて、本学部の

全学生に修得させる能力のうち「(7) 社会問題に対してメディアの役割を理解し、実

社会での状況に対応した解決案を提示する能力」を身につけたと言える内容になって

いるかどうかを評価基準とする。 

 各教員は、上記基準を踏まえて卒業研究の審査を行い、その結果を定量化して最終

評価を行うこととする。 

 

（3） 履修登録単位数の上限 

  大学設置基準に定められた単位修得のための学習時間（大学における学習に加え

て、予習・復習等の自主的な学習時間を含む）を適切に確保する観点から、各学期



 
 
 

- 37 - 
 

における履修登録できる単位数を原則 22 単位とする。ただし、4 年次に関しては、

卒業後の進路を見据えて学びの幅を広めることができるように、申請によって 4 単

位を追加履修できることとする。また、インターンシップに関しては、履修登録期

間中に履修が確定しない場合や、長期休業中に集中して実施する場合もあることか

ら、この枠外とする。 

 

（4） 養成する人材像と履修モデル 

 本学部が養成する人材像は、「現代社会・人間生活においてメディアが果たす役割を

認識し、メディアに関する知識・活用能力を用いて社会の諸問題の解決に寄与しうる

人材」である。卒業後の進路を見据えて、以下の 5 つの履修モデルを提示し、履修指

導に用いる。 

履修モデル（1）新聞・出版などのマスメディア企業（資料５） 

学部基礎科目、学部基幹科目の学びを踏まえ、これとの連続性の上に、展開科目：メ

ディアと社会・文化分野を選択。展開科目より、メディア文化論、ジャーナリズム論、

グローバルジャーナリズム論、出版メディア論、電子出版論等を段階的に履修するこ

とにより、現代社会におけるマスメディアの役割や意義を理解し、メディアが持つ可

能性や課題を多角的な視座から分析することを通して、社会に新しい価値や役割を創

造し、解決策を提案する能力を身につける。 

 

履修モデル（2）一般企業（総合職、広報・調査部門等）（資料６） 

学部基礎科目、学部基幹科目の学びを踏まえ、これとの連続性の上に、展開科目：メ

ディアと社会・文化分野を選択。展開科目より、メディア文化論、インターネット・

コミュニケーション論、教育とメディア等の履修に加えて、メディアと産業・消費分

野よりメディアとビジネス、広報・PR 論、イベント概論等を履修し、現代社会におけ

るメディアの役割や意義を複合的に理解し、メディアが持つ可能性や課題を多角的な

視座から分析することを通して、社会に新しい価値や役割を創造し、解決策を提案す

る能力を身につける。 

 

履修モデル（3）映像制作系（テレビ番組制作会社、ネット動画配信企業等）（資

料７） 

学部基礎科目、学部基幹科目の学びを踏まえ、これとの連続性の上に、展開科目：

メディアと表現・技術分野を選択。映像表現論、映画論、映像制作技術論等の履

修に加えて、メディアと社会・文化分野よりメディア文化論、放送論、ジャーナ

リズム論を履修し、メディアが生み出してきた表現の特徴とその根底にある技術

の仕組みを理解し、表現・技術・社会のより良い関係を構想する能力を身につけ
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る。 

履修モデル（4）ウェブコンテンツ系（ウェブ編集者、ウェブプロデューサー等）

（資料８） 

学部基礎科目、学部基幹科目の学びを踏まえ、これとの連続性の上に、展開科目：

メディアと表現・技術分野を選択。メディア情報論、映像表現論、インターフェ

ース論、情報ネットワーク論等の履修に加えて、メディアと社会・文化分野より

インターネット・コミュニケーション論、メディアと産業・消費分野よりメディ

アとビジネス等を履修し、メディアが生み出してきた表現の特徴とその根底にあ

る技術の仕組みを複合的に理解し、表現・技術・社会のより良い関係を構想する

能力を身につける。 

 

履修モデル（5）イベント・広告系（イベント企画・運営企業等）（資料９） 

学部基礎科目、学部基幹科目の学びを踏まえ、これとの連続性の上に、展開科目：

メディアと産業・消費分野を選択。メディアとビジネス、広告論、イベント概論、

社会デザイン論等を段階的に履修することにより、メディアコンテンツの生産・

消費の背景にある社会構造を理解し、メディア産業と消費者、ならびに社会との

関係を多角的にとらえる能力を身につける。 

 

 なお、将来の就職希望先の履修モデルや履修科目選択等に関しては、1 年次前後期に

開講される「フレッシュマンセミナー」「ベーシックセミナー」、2 年次以降の「メディ

ア基礎演習 A/B」「メディア実践演習 1〜4」において、それぞれの演習担当教員から履

修学生に対して説明及びアドバイスを行う。 

 

（5）シラバス 

  以下の 9 つの項目を含んだシラバスは、学園の Web サイト（学生ネットサービス）

及び基幹サイト（ホームページ）を利用し学生個々人が確認することとしている。 

1）科目名、担当教員名、単位、開講学期、開講曜日時限、配当学年 

2）授業のねらい 

3）学生の学習目標 

4）授業内容（スケジュール） 

5）授業の事前準備と事後学習 

6）評価の方法及び観点 

7）必須資料（教科書等）、参考資料 

8）備考 

9）学習成果 
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（6） 成績評価基準 

本学部においては「目白大学・目白大学短期大学部における成績評定平均値(GPA)

に関する規程」に基づいて成績を評価する。具体的な成績評価基準は①の表のとお

りである。 

S 評価については、評価対象者の 10%以内（履修者数が 10 人未満の場合は 1 名程

度）を目安として評定を行う。具体的には、A 評価に該当する学生のうち総合点 91

点以上を対象として、上位 10%までの受講者に S を付与することとする。 

  講義科目については、筆記試験、レポート等を中心とした総合評価、演習科目に

ついては、課題内容、レポートを中心とした総合評価を行う。また、インターンシ

ップに関しては、ⓐ事前学習への取り組み状況、ⓑインターンシップ計画書に基づ

いた実習レポート・実習日誌、ⓒ成果発表会の発表内容、ⓓ受入先からの評価票を

総合的に評価する。 

 

①成績評価基準と GP  

評価 素点 GP 

S 特に秀でた学生（総履修者の 10％を限度と

する） 

4.0 

A 100-80 3.0 

B 79-70 2.0 

C 69-60 1.0 

D 59-0 0 

 

②GPA の算出方法 

 GPA の算出方法は以下の通り。なお、GPA の対象となるのは、本学で単位を修得した

卒業要件に参入できる科目とする。 

 

（S 評価の総単位数×４＋A 評価の総単位数×３＋B 評価の総単位数×２＋C 評価の総

単位数×１＋D 評価の総単位数×０）／履修した全科目の単位数の合計 

 

 

７．施設、設備等の整備計画 

  

（1）校舎の施設、設備等 
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本学は新宿キャンパス(東京都新宿区)、岩槻キャンパス(埼玉県さいたま市岩槻区：

保健医療学部及び看護学部立地)及び国立埼玉病院キャンパス（埼玉県和光市諏訪:大学

院看護学研究科等設置）の 3 か所にキャンパスを有する。このうちメディア学部が立

地する新宿キャンパスは、新宿区という都心部に位置しながらも、商業施設や娯楽施

設のない閑静な住宅街の中にあり良好な教育環境を保っている。本学の校地面積は

115,924.21 ㎡、校舎面積は 81,272.72 ㎡である。 

本学部の施設･設備については、既存の社会学部メディア表現学科独自の施設・設備

が活用できることから、メディア学部として新たに増員する学生数や演習科目等に対

応して 10 号館地下１階フロアと地下 2 階フロアに本学部専用の施設・設備を、以下に

施設、設備の現状と新たな学習環境への拡充整備について説明する。 

 

①現状（メディア表現学科の演習室設備と管理体制） 

3 演習室＋1 演習室 

メディア表現学科では、学科専用の設備として、授業用演習室 3 部屋に各 45 台計 135

台の PC を配置し運用している。また、授業を設定せず学生が自由に利用でき、ミーテ

ィングテーブル等を備えたラーニングコモンズの機能を備えた演習室（メディアワー

クショップ）にも 28 台の PC を配置し運用している。 

 

サーバー設備とネットワーク 

ファイルサーバー４台（内ホットスワップ２台）と各アレイ装置、認証サーバー２

台（内１台予備）等のサーバーを備え、ネットワーク接続は、サーバー、クライアン

ト共にコアスイッチに直集し管理を行なっている。また、映像編集には別途、映像デ

ータの入出力に特化した専用ファイルサーバーとアレイ装置を使用し、演習時の負荷

分散を行なっている。 

 

管理体制 

前述のサーバー、クライアント、ネットワーク装置の管理は、助教 2 名が担当し、

授業中のトラブル等が発生した場合、即対応できる管理体制がとられている。 

 

リプレイスサイクル 

演習室機器は、原則 5 年で更新を行なっている。前回は、2015 年 9 月にシステム更

新と機器入れ替えを実施した。 

 

現状の稼働率 
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定員 120 名合計 480 名で、演習室 3 室で問題なく稼働しており、授業が不可能にな

る障害は、発生していない。また、学科設立当初から前述の管理体制で運用をしてお

り、運用に関する実績も十分にある。 

 

②新たな学習環境への拡充整備（新学部への取組） 

前述の通り、既に演習室環境は整備され運用実績があるが、新たな教育課程に対応

できる学習環境を整備する。 

また、既存の学部専用ワークショップを拡張し、授業時間外における作品等の制作

場所として、学生が常に利用可能な環境を強化する。 

 

演習室利用シミュレーション 

入学定員 140 名 合計 560 名への学生定員に対応するため、演習率稼働に対してシミ

ュレーションを行い設備、管理に対する見直しを行った。 

シミュレーションの結果、現状のクライアント PC 台数では、稼働率が春学期 80%、

秋学期 64%となるため、それに対応する新たな演習室設備の増強を行なった。（資料

12 及び 13） 

 

1 演習室の改修、2 演習室の増設＋メディアワークショップの改修 

前述の 3 演習室の内、リプレイスサイクルを迎えた 1 部屋の改装、機器入れ替えを

行う。また、新設するもう 1 室と合わせて全面改装し、機器、什器の入れ替え、可動

式パーティションの設置を行う。また、下階フロアに演習室を新設する。この演習室

には、ノートパソコン２０台と移動可能な什器等を備える。（メディア演習室） 

これにより、既存 45 台の改修及び新設 45 台、ノートパソコン新設 20 台を行い、授

業用演習室設備として、計 65 台の増設を行う。併せて、メディアワークショップの全

面改修により什器入れ替えと、18 台の増設を行い、さらなる授業外の活動の場、ラー

ニングコモンズの役割増強を行う。 

まとめると、新旧合わせて授業用として 200 台（45 台×4 教室＋20 台）、授業外演習

室として 46 台（既存 28 台＋新設 18 台）で計 246 台での運用を行う。 

また、全台で OS、管理システム、アプリケーションの更新を行う。 

 

サーバーとネットワークの増設 

クライアント PC の増加に伴い、サーバーの増強を行う。ファイルサーバーを 4 台（内

ホットスワップ 2 台）から 6 台（内ホットスワップ 3 台）へ増強する。併せて、アレ

イの増強を行う。また、コアスイッチの入れ替えとケーブルの再敷設を行う。 

また、下階への無線 LAN 網配備も併せて行う。 
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運用管理 

管理するクライアント PC の増加に対応するため、新たなシステムイメージの管理フ

レームワークを導入し、管理業務の簡素化と効率化を図る。 

 

再シミュレーション 

増設後のシミュレーションの結果（資料 13）、教室授業稼働率は、春学期 60%、秋

学期 48 %となり現状の稼働率と同等となる。また、メディアワークショップの改修に

よりラーニングコモンズとしての機能も担保できる。 

 

③その他の施設拡充 

イベントホール(佐藤重遠記念館) 

イベント分野の授業（「イベントプロデュース論」「イベント制作・運営演習」な

ど）を実施するため、既存の大講堂を再整備する。バックヤードを充実させ、実際の

イベントを行う際のスタッフの動きを体感しながら学べるような施設とする。 

 

スタジオ及び映像編集室 

映像制作、及びラジオ番組制作を行うため、既存のスタジオを拡張整備する。スタ

ジオについては、CG 合成可能で、HD 方式のテレビ番組が制作できるスタジオと全

面ガラス張りで観客が収録している様子を見学することができ、主にネット放送やラ

ジオ放送を制作するためのオープンスタジオを設置する。また防音環境を持ち、他の

学生に迷惑をかけることなく映像編集が可能な映像編集室を設置する。 

 

（2）図書等の資料及び図書館  

  本学では、新宿キャンパス及び岩槻キャンパスに図書館が、国立埼玉病院キャン

パスには図書室が設置されている。図書は約 36 万冊、学術雑誌等の定期刊行物約

1,200 種、電子ジャーナル約 180 種類等であり、このうち本学部が立地する新宿キ

ャンパス図書館は、図書が約 27 万冊、学術雑誌等定期刊行物約 430 種、電子ジャー

ナル約 110 種であり、十分な図書･資料等が整備されている。(資料 14） 

開館時間について、平日は午前 9 時から午後 9 時まで、土曜日は午前 9 時から午

後 5 時までとなっており学生の利便性に配慮した利用時間が確保されている。この

ほか検索コーナーには専用 PC が設置され、さらに自習室では学生が自由に PC を利

用することが可能となっている。 
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８．入学者選抜の概要 

 

（1）アドミッション・ポリシー（入学者受け入れ方針） 

メディア学部では、現代社会におけるメディアの重要性を認識し、メディアに関

する知識・活用能力を用いて社会の諸問題の解決に寄与しうる人材を養成すること

を目指している。それはデジタル化した社会のニーズに応えることができる専門的

素養を持った人材であり、さらには広い意味でのメディアの基礎的な知識や思考力

を備えた人材である。具体的には、映像制作、イベント、広告、デザイン、出版、

報道、IT などの分野のほかに、一般企業等でも活躍する人材である。このような観

点から、本学部・学科のアドミッション・ポリシーは以下の通りである。 

1. メディアに対する関心を持ち、社会の中でのメディアの役割を学びたいと思

っている人 

2. メディアを活用した高度で実践的な表現力・コミュニケーション力を身につ

け、社会に貢献したいと思っている人 

3. 「読む・聞く・書く・話す」をはじめとする、メディア活用に必要な基礎的

能力を身につけている人 

 

（2）選抜方法 

   本学部の入学者選抜は、上記（１）のアドミッション・ポリシーに基づき、一般

試験型（一般入試・大学入試センター試験利用入試）で約 70％の学生確保を目途

として、次の AO 入試、推薦入試、一般入試及び大学入試センター試験利用入試に

より実施する予定である。 

① AO 入試（募集定員：20 名） 

     アドミッション・ポリシーに照らし、本学部学科の学生として適格か否かを多

面的に検討して合否を判定する。学科が評価のポイント等の選抜基準を明示し、

調査書、エントリーシート、面接等に基づき、これまでの勉学・活動実績、志望

動機、適性、抱負や意欲等について総合的に評価し選抜する。 

②  推薦入試（募集定員：指定校推薦、公募制推薦、内部推薦と合わせ 25 名） 

     学科の設定した評定平均値をもとに出願書類を審査し、小論文試験及び面接に

基づき、本学で学ぶための目的や意欲、また、コミュニケーション力などを評価

し選抜する。 

③  一般入試（募集定員：75 名） 

     一般入試（全学部統一入試含む）は、英語、国語の 2 科目必須の学力試験によ

り選抜する。  

④  大学入試センター試験利用入試（募集定員：20 名） 
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     学科があらかじめ指定したセンター試験の科目（2 科目）についての総合点で

選抜する。 

 

 

９．取得可能な資格 

 

  本学部では、指定した科目を履修することにより、以下の資格を取得可能である。 

・ 社会調査士 

・ プレゼンテーション実務士 

・ PR プランナー補(指定の科目を履修することで受検が可能となる) 

・ EIM イベントクリエーター1 級〜3 級 

  (EIM=Event Intelligence Management の略) 

  

また、授業の内容と資格試験の出題範囲を対応させることで幅広い資格の取得を支援

する。具体的な資格と対応する科目は以下の通りである。 

・ 日本語検定(フレッシュマンセミナー、ベーシックセミナー、情報活用演習 I) 

・ ニュース検定(専門とキャリア A,B) 

・ マルチメディア検定(メディア技法入門、メディア情報概論、メディアとモラル) 

・ Web デザイナー検定(Web 技法、Web システム) 

・ 色彩検定(デザイン技法 I,II) 

・ IT パスポート(メディア情報概論、プログラミング基礎、情報ネットワーク論) 

 

 

10．社会連携プログラムの具体的計画 

 

（1）概要と目的   

  本学部では、多様なメディアを活用して社会で活躍できる人材を育成にあたり、 

2 年次以降において、「社会連携プログラム」を開設する。本プログラムは、「メディ

ア基礎演習 A・B」「メディア実践演習 1〜4」「インターンシップ」で構成される。「社

会連携プログラム」とは、企業・団体・地域などと連携しながら、大学内だけでは

得がたい学びの場を創出する PBL(Project-Based-Learning)型教育プログラムであ

る。 学内での講義・演習科目を通して得たメディアの歴史・理論、調査技法、表

現技術を社会へと還元しながらさらなる気づきやフィードバックを得ることを目的

としている。活動を通して、実際の社会のなかでメディアがいかに活用されている

かを理解し、最終的には社会のなかでメディアを使ったさまざまな情報発信を実践
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的に行っていく力を養成する。併せて、社会において必要とされる「チーム力」「課

題解決力」の総合的向上を図る。 

 「社会連携プログラム」のミッションは以下の通りである。 

① 2 年次より、プロジェクトベースの演習プログラムに加わることにより、課題発

見力・課題解決力を段階的に身につけることを目指す。 

② 異なる分野科目を選択した学部学生が、演習におけるプロジェクトを通じてひ

とつの課題に取り組む経験を積むことで、コミュニケーション力、チームワーク

力、自己管理能力を育成する。 

③ 演習に加えて、企業・団体・地域におけるインターンシップに参加することに

より、社会の一員という立場から社会の構成要素を見つめ直し、社会人にとって

必要な実践力、応用力の育成を目指す。 

 

（2）社会連携プログラムの履修内容 

「社会連携プログラム」の履修内容は、1 年次の共通科目である初年次セミナー

（フレッシュマンセミナー及びベーシックセミナー）の履修の後、以下の通り段階的

に進行させる。 

 

 

 

①メディア基礎演習及びメディア実践演習について 

 具体的には、まず 1 年次には、各分野の導入となる科目の履修や担任教員との面談

を行いながら、今後の研究の方向性を考えさせる。 

2 年次では、学部基礎科目、学部基幹科目（コア領域、方法論領域）の履修を踏まえ

て、春学期に分野を選択させ、展開科目やメディア基礎演習の履修、および担任教員

との面談を継続しながら、自身の研究テーマを検討させる。さらに 10 月よりメディア

実践演習担当教員との面談を実施し、各選択分野での学びの成果や自身の研究テーマ、

将来の希望進路などを勘案した上で、秋学期に 3 年次以降の配属を決定する。 

 

②メディア基礎演習及びメディア実践演習の 具体的展開 

メディア学部における分野選択、ならびにメディア実践演習クラスの配属決定まで

の流れは、以下のとおりである。 

１年次

• （フレッシュマンセミナー）

• （ベーシックセミナー）

２年次

• メディア基礎演習A・B

３年次

• メディア実践演習１・２

• インターンシップ（短期・
長期）

４年次

• メディア実践演
習３・４

• インターンシッ
プ（短期・長期）

卒業研究 
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1 年次 

春学期：担任教員との面談を通して自身の興味関心を明確にさせる。 

5～6 月に担任教員との面談を行い、将来の希望進路を踏まえてこれからどのような

分野で自分の興味関心を掘り下げていくか、検討を行う。 

秋学期：各分野の学びのイメージを明確にし、担任教員の指導の下で今後の研究の方

向性を考えさせる。 

  

2 年次 

春学期：担任教員の指導の下で研究テーマを検討し、メディア学の 3 領域と現代社会

や人間生活との関わりを理解した上で、１つの分野を選択する。 

秋学期以降は、展開科目において選択した分野の専門科目を中心に履修し、各分野

における中心的学問領域の基礎知識を修得させる。また、メディア基礎演習 A,B（1 科

目以上選択必修）を履修させ、社会連携プログラムの理念や実践手法についての知識

を習得させる。同時に、担任教員との面談を行いながら、3 年次以降中心的に研究する

テーマについて検討させる。 

秋学期：実践演習クラス担当教員との面談を行い、クラスを選択する。 

（10 月） 演習説明会の実施 

各演習クラス担当教員が実践プロジェクトを紹介すると同時に、あらかじめ必要と

される知識･技術や、実践プロジェクトの到達目標、実践を通して身につく能力、想定

される卒業研究や想定される進路等を説明する。 

（11 月） 演習クラス担当教員との面談を実施 

自身の選択分野と研究テーマを考慮の上、必ず 2 名以上の演習クラス担当教員と面

談をさせる。面談は原則として、選択した分野に関連する実践を実施している演習ク

ラス担当教員と行うこととする。また、担任教員および社会連携プログラムコーディ

ネーター教員も必要に応じて面談を行い、学生の研究テーマを明確にさせた上で、適

切な演習クラス担当教員の紹介を行う。その上で、面談を行った演習クラス担当教員

の中から希望するクラスを選択し、志望理由書とともに大学に提出する。 

（12 月） 演習クラスの配属決定 

  メディア実践演習運営委員会で学生の志望理由書を取りまとめ、選択分野、研究テ

ーマ、希望進路、これまでの履修科目ならびに成績状況などを考慮して、最終的な演

習クラスの配属を決定する。演習クラスの学生受け入れ数は１クラス最大 15 名として

おり、特定のクラスに希望者が集中した場合は選考をおこなう。選考は提出した志望

理由書の内容、研究テーマ、これまでの履修科目・成績状況などを考慮の上、メディ

ア実践演習運営委員会で配属を決定する。選考に漏れた学生は、選択した分野に関連

するクラスで、定員に達していないクラスの担当教員（場合によっては担任やコーデ
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ィネーター教員）と再面談を実施し、全員の配属が決定するまでマッチングをおこな

う。 

3 年次以降のメディア実践演習クラスは、原則として演習クラス担当教員が属する

分野に関連したプロジェクトを実施する。また、卒業研究も、演習クラス担当教員が

属する分野に関連した形で行うよう指導を行い、3 年次以降の「メディア実践演習」で

実施するプロジェクトは、教員の指導の下で学生が選択した分野の専門科目を核とし

て、それまでの学びを通して得た知識や技術を実践的に活かす場として展開する。 

3 年次のメディア実践演習 1～2 を実施する際には、教員が実施先との交渉・調整な

らびに学生のスケジュール管理、実施に向けた準備の進捗の確認・指導、企画・調査・

制作等の技法の指導、実践時の安全確保、実践終了後の振り返り指導等を行う。学生

はこうした教員の指導を受けながら、実践当日に向けた準備ならびに当日の運営を行

い、これらを通して得られた知見を 4 年次の個人研究プロジェクトへと結びつけてい

く。 

 4 年次春学期のメディア実践演習 3～4 では、学生は演習クラス担当教員の指導の下

で個人研究プロジェクトを立ち上げ、クラス内で定期的に進捗ならびに成果や課題の

報告を行う。また、クラス担当教員の下で行われるクラス内での議論に必ず参加し、

進捗や成果・課題の報告に対して学生相互に評価を行い、改善案を出し合う。教員は

毎授業後に提出される「実践演習の記録」を確認しながら、研究テーマの選定や研究

計画について細かく指導を行うとともに、毎授業内で実施される進捗状況の報告に対

しても指導・助言を行う。また、学生の提出物や報告の内容、議論への参加度などを

考慮して、教員は学生への成績評価を行う。４年次秋学期は、メディア実践演習での

結果を踏まえて、さらに発展したテーマで卒業研究の執筆・制作を行う。 

 

演習クラス担当教員の役割と学生の役割 

ⅰ）3 年次（メディア実践演習 1,2） 

 コーディネーター教員・演習クラス担当教員と連携先との間で実践の概略が決まる

と、学生は演習クラス担当教員の指導の下、実践当日の具体的な実施計画ならびにそ

のための準備計画等について議論を重ね、検討していく。当日の役割分担も、演習ク

ラス担当教員の指導を受けながら学生が決定する。演習クラス担当教員は、連携先の

希望や実践の企図を学生に指示しながら、適切な実施計画になっているかを確認し、

助言と指導を行う。また、準備の進行状況や制作物のクオリティ、また社会人として

のマナー等を常に確認し、指導を行う。さらに毎授業後に、現在までの準備状況や自

身のかかわり方、今後の課題、ならびに自身の研究テーマとのつながり等を所定のフ

ォーマットに沿って記録した「実践演習の記録」を作成・提出させ、教員はそれを確

認しながら各学生にきめ細かく指導を行う。 
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 実践当日は、基本的には学生中心で運営していくことになるが、演習クラス担当教

員は学生の安全確保に細心の注意を払うと同時に、当初の予定どおりに実践が進んで

いるかを確認し、遅れなどが見られる場合は学生に対して適切な指示を行う。 

 実践の実施後は、これまでに作成した「実践演習の記録」を元にその成果と課題を

整理させ、振り返りレポートを作成させるとともに、これらの成果や課題を自身の研

究テーマにどのように結びつけていくかについて、検討・報告させる。報告はクラス

内で行い、学生の相互評価と演習クラス担当教員からの指導を受ける。また必要に応

じて演習クラス担当教員との個人面談を実施し、4 年次以降の学びを着実に進めること

ができるよう、フォローする。 

ⅱ）4 年次春学期（メディア実践演習 3,4） 

4 年次に上がると、学生は個人研究プロジェクトを立ち上げ、これまでの学びの集大成

として調査や制作に集中的に取り組んでいく。具体的には、演習クラス担当教員の指

導の下で研究テーマや方法論、研究計画等を策定し、クラス内で進捗報告を行う。 

また演習クラス担当教員は、その発表・報告に対して学生同士で議論をさせながら、

その議論の成果を各自の研究にフィードバックさせるよう、助言と指導を行う。この

フィードバックを着実に実施するために、教員は毎授業後に研究の進捗状況と課題を

記録した「実践演習の記録」を作成・提出させ、研究が計画どおりに進んでいるかを

確認し、きめ細かい指導を行う。 

 

教員による評価 

 メディア実践演習の評価は、演習クラス担当教員が行う。評価項目は原則として以

下のものとし、これらを総合的に判断して S から D の評価を行う。 

ⅰ）メディア実践演習 1,2（3 年次）の評価項目 

  ① 実践準備への取り組み状況（40%） 

  ② 「実践演習の記録」の内容（20%） 

  ③ 実践当日の取り組み状況、あるいは完成した作品の内容（30%） 

  ④ 実践終了後の振り返りレポート（10%） 

ⅱ）メディア実践演習 3,4（4 年次）の評価項目 

  ① クラス内での研究計画発表・進捗報告の内容（50%） 

②「実践演習の記録」の内容（30%） 

  ③ クラス内での議論や相互評価への参加度（20%） 

なお、メディア実践演習 3,4 の目的は、3 年次における演習の成果を活かした課題

解決型の個人研究プロジェクトを立ち上げ、その解決に向けた能力を育成・確認し

ていくことにある。したがってこの演習時間内には、卒業研究の執筆や制作は行わ

ない。演習時間は研究計画や進捗状況を発表し、それを元に研究の質を高めるため
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の議論や相互評価を行うことを主とする。また、クラス内での議論や相互評価の過

程・結果を毎回「実践演習の記録」にまとめさせ、それを元に演習クラス担当教員

の指導や助言を得ることで、研究プロジェクトの進行状況と今後の課題を常に意識

することができる環境を用意する。 

メディア実践演習 3,4 の評価は、これらの発表の内容ならびに「実践演習の記録」

の内容、クラスでの議論への参加度などから総合的に判断する。 

なお、「卒業研究」においては、メディア実践演習 3・4 の成果を踏まえてテーマ

を発展的に再設定し、秋学期に集中的に取り組むこととする。10 月に実施する卒業

研究中間発表会を中心に、他分野の教員からも研究に対するフィードバックを得る

ことができる体制を取っており、より多角的な視点で研究を進めることができるよ

うになっている。 

 

メディア実践演習の運営体制 

 メディア実践演習は、本学部における社会連携プログラム全体を統括する組織であ

る社会連携プログラム連絡会議の下に組織された、メディア実践演習運営委員会によ

って運営される。 

 メディア実践演習運営委員会委員長であるコーディネーター教員は、プログラム全

体の統括と連携先の新規開拓・調整を行う観点から、主に企業や地方公共団体、地域

団体等に実践の企図を説明し、協力を募る役割を担う。実践企画案の策定にあたって

は、メディア実践演習運営委員会の構成員である演習クラス担当教員も交えて、その

実現可能性、各分野で身につけるべき能力、学生の研究テーマや希望進路との関係な

どについて、慎重に検討を行う。当面、本学では既に複数の企業・団体と包括連携協

定を結んでおり、こうした組織の協力を得ながら確実に実施していくこととしている

が、それ以外にも、これまでにも共同で継続的に活動を行ってきた企業・団体や、積

極的に参加・出展を行ってきたイベント等が存在しており、こうした組織との連携や

イベントの活用を行いながら、実践を実施する。 

 具体的展開 

メディア学部開設にあたっては、連携先の新規開拓ならびに調整を担当するコーデ

ィネーター教員を新たに配置する。コーディネーター教員は、社会連携を通じた人材

育成について多数の教育研究業績を持つスペシャリストであり、演習全体を統括する

メディア実践演習運営委員会の委員長として、連携候補の選定と実践企画の提案、な

らびに連携先との諸々の調整を行う。また、運営委員会構成員である演習クラス担当

教員とともに実践演習のプログラムに対するクオリティチェックを行い、必要に応じ

て改善策を検討する役割を担う。 

なお目白大学では、新宿区、さいたま市、西武信用金庫、としま南長崎トキワ荘プ
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ロジェクト協議会、さいたま商工会議所、株式会社一藝社、社会福祉法人三篠会、日

本イベントプロデュース協会の 8 団体と包括連携協定を結んでおり、さらに日本イベ

ントプロデュース協会の加盟企業（関東圏内 33 社 70 会員）にも協力を仰ぐことがで

きる体制を築いている。また、過去に社会学部メディア表現学科とともに実践プロジ

ェクトを実施した団体と継続的に連携を行うとともに、毎年開催されているイベント

やコンテストへの出展を積極的に行うことで、確実にプログラムを実施していく。 

以下、これまでの連携実績を踏まえた想定されるプログラムを記載する 

❶連携先と包括連携協定を結んでおり、確実な実践の実施が見込めるもの 

 ⅰ）地方公共団体等の広報映像の提案・企画・制作 

包括連携協定を締結している埼玉県さいたま市と連携し、地方公共団体広報映像

の企画制作を行う。2016 年にはさいたま市選挙管理委員会と共同で「若い有権者に

魅力ある選挙啓発用動画」を制作した。なお、こうした取り組みが評価され、さい 

たま市選挙管理員会は第 24 回参議院議員通常選挙に係る総務大臣表彰を受けている。 

また 2017 年にはさいたま市の依頼を受けて、生活習慣病の早期発見のための「メタボ

検診」受診を促す PR 動画を制作し、さいたま市の Web サイトや関東九都県市の役所に

設置されたデジタルサイネージ等で公開している。目白大学は新宿区とも包括連携協

定を結んでおり、地域における重要な広報活動を支援するための映像制作を、地方公

共団体等の協力を得て今後も積極的に展開していく。 

ⅱ）地域振興に関するイベントにおける企画の提案と実施 

手塚治虫や赤塚不二夫などの有名マンガ家が入居していたアパート「トキワ荘」の

跡地があり、マンガの聖地として知られる豊島区南長崎地区で地域イベントを実施し

ている南長崎トキワ荘協働プロジェクト協議会と包括連携協定を締結しており、イベ

ントの企画・運営やそれに付随する諸活動を共同で実施していく。2016 年には「マン

ガの聖地まつり」での巨大モザイクアート制作イベントにて、演習クラス担当教員の

指導の下、学生が企画・実施に携わっている。 

ⅲ）地元企業と連携したフリーペーパーの制作・頒布 

東京都を中心に展開する協同組織金融機関である西武信用金庫と包括連携協定を締

結しており、地域情報フリーペーパーの企画・制作・配布を共同で行っていく。既に

2016 年より、演習クラス担当教員の指導の下で学生が企画・取材・編集を行ったフリ

ーペーパー「MEJI Mag」を企画・制作・配布している。 

ⅳ）東京オリンピックに向けたスポーツイベントの企画 

イベント業界初の専門家集団であり、大学との連携実績も豊富に持つ一般社団法人

日本イベントプロデュース協会と、実習の協力実施、地域活性化に関する活動等への

相互協力等を旨とする包括連携協定を締結しており、協会の協力の下でスポーツイベ

ントを着実に実施する。 
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ⅴ）高齢者施設における ICT を活用したワークショップの企画・実施 

目白大学は、高齢者福祉施設「神楽坂」を運営する社会福祉法人三條会と包括連携

協定を締結している。2017 年 2 月には同施設において、目白大学人間学部人間福祉学

科主催の ICT を活用した世代間交流ワークショップが開催されており、こうした活動

を今後メディア学部でも展開していく方針である。 

 

❷これまでに連携実績があり、今後も継続的に実践を行っていくもの 

ⅰ）ケーブルテレビ局と連携した映像作品の制作･配信 

ケーブルテレビ局と連携し、演習クラス担当教員の指導の下で学生が制作した情報

番組「めじてれび」の定期配信を実施する。2014 年までは新宿区内で番組配信を行う

ケーブルビジョン新宿および J:COM 港新宿にて、2015 年以降は奈良県を中心に配信を

行う近鉄ケーブルネットワークで番組制作を実施し、これまでに 54 本、91 コーナーを

配信している。こうした番組制作・配信を、今後も継続して実施する。 

また 2017 年度には、新宿区・港区を放送エリアとする J:COM 港新宿と連携し、特別番

組の企画・制作･配信を行っている。こうした特別番組の制作についても、今後も連携

して継続的に実施していく。 

ⅱ）インターネットメディアを活用した商店街振興策の提案・実施 

地域の商店街と連携し、インターネットメディアを活用した振興策を提案・実施す

る。2016 年には、東京都板橋区のハッピーロード大山商店街と連携し、同商店街の PR

動画の制作・配信を行った。また同商店街関係者に地域の祭りの有様について取材・

調査を行い、その成果を公開発表会にて披露した。こうした地域商店街を PR するため

の表現活動については、2017 年以降、映像制作に加えて、電子雑誌の制作や Web サイ

ト構築なども視野に拡充していく方針である。 

ⅲ）住民が語る「地域の歴史」の収集とアーカイブ構築 

地方公共団体や NPO、他大学等と連携し、地域における表現ワークショップを企画・

実施する。2016 年には、文京区ならびに東京大学と連携し、地域住民に文京区の思い

出を語ってもらい、その語りを Web 上にアーカイブするワークショップを実施してい

る。学生は演習クラス担当教員の指導の下、ファシリテーターとしてこの語りの収集

とプレゼンテーションに協力した。また 2015 年にも文京区の子育て支援 NPO と連携し

て、同様のワークショップを実施している。この文京区でのワークショップは、2017

年以降も継続的に実施していく。 

ⅳ）タブレット端末を活用した教育現場でのワークショップの実施 

タブレット端末を活用した小・中学生向けのメディア表現ワークショップとして、

2016 年度より、東京都葛飾区の小学校にて iPad を用いた小学生向けのメディア表現ワ

ークショップを開催している。学生はファシリテーターとして、参加した小学生の映
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像制作のサポートを行った。この活動は 2017 年度以降も引き続き実施していく。 

ⅴ）地域振興に関するイベントにおける企画の提案と実施 

目白大学には、大学が位置する新宿区中井周辺で例年 2 月に開催されている、特産

の染物を用いたアートイベント「染の小道」を支える学生ボランティアグループが組

織されており、多くの学生がイベントの実施に携わっている。また「染の小道」実行

委員会と連携し、大学主催のフォトコンテスト企画を開催した実績もある。メディア

学部としても、今後こうした地域振興イベントに積極的にかかわっていく。 

 

❸毎年開催されているイベントへの出展、ならびにコンテストへの応募 

ⅰ）「YOUTH ENTERPRISE TRADE FAIR」への出展 

アントレプレナーシップ（起業家的行動能力）の涵養を目的とした産学連携イベン

トに毎年出展し、演習クラス担当教員の指導の下で学生が企画・開発した教育コンテ

ンツのプレゼンテーションを行っている。2013 年に特別賞、2015 年には「実際に起業

するなら応援したいチーム」に与えられる異能工房賞を受賞した。このイベントにも、

継続的に参加していく。 

ⅱ）雑誌頒布イベントへの出展 

演習クラス担当教員の指導の下、学生自身がフィールド調査計画の立案から、調査

の実施、ならびに調査結果報告書の企画・編集をまでを行い、完成した調査結果報告

書を雑誌頒布イベントを通して広く公開する活動を、2014 年以降毎年実施している。

2014 年、2016 年は「文学フリマ東京」に、2015 年は同「COMITIA」に出展し、各年 70

～100 部程度の報告書の頒布に成功した。このような、イベントを通したフィールド調

査結果の公開も、継続的に行う。 

ⅲ）公共 CM の企画・制作及びコンテストへの応募 

毎年、公益社団法人 AC ジャパンが主催する広告学生賞への応募を行っており、2011

年にはグランプリを、2012 年、2013 年、2015 年、2017 年には奨励賞を受賞している。

こうしたコンテストの応募を通して成果物を広く社会に発信する活動を、今後も継続

的に実施していく。 

 

 なお、メディア実践演習はインターンシップとは異なり、大学と連携先が協働しな

がらクラス単位で実施するものである。現在、包括連携協定を結んでいる組織が 8 団

体ある（さらに各団体の中に複数の連携先あり）。また、これまでに連携実績がある活

動も 8 活動あり、これらはいずれもクラス単位で実践を実施してきている。したがっ

て、すべてのクラス数を念頭においても、継続的に演習を行うことが可能な体制を整

えている。 
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③ インターンシップ  

1）メディア学部においては、メディア表現学科で 9 年間にわたってインターンシップ

を単位認定対象の科目として運営してきた実績とノウハウを生かし、社会連携プログ

ラムの中核的科目の一つとしてインターンシップを位置づけ、より強力に推進してい

くこととしている。 

 インターンシップの実施目的は以下のとおりである。 

 a 学部に設置される分野科目での学びを基盤とした就業体験で得た成果を自らの専

門分野にフィードバックさせ、社会連携プログラム及び卒業研究等における発展的

学びにつなげる 

 b 企業・団体における就業体験を通して、社会の一員という立場から社会の構成要素

を見つめ直し、社会人にとって必要な実践力・応用力を身につける 

 

2）上記の実施目的を踏まえ、インターンシップを着実に実施するための具体的な実施

体制について説明する。以下、a.インターンシップ運営実施スキーム、b.担当教員の

決め方・担当教員の関わり方、c.単位認定の仕組み、d.評価方法・基準、e.事前・事

後を含めた指導体制、f.実習先の確保の状況の順で説明する。 

a インターンシップ運営実施スキーム 

 本科目は、本学部に置かれる社会連携プログラム連絡会議の下部組織であるインタ

ーンシップ運営委員会が中心となって運営を行い、教育効果の高いインターンシップ

を企画・推進する。本委員会の委員長は、社会連携プログラムにおけるコーディネー

ター教員であり、指導教員（助手を除く専任教員）は全員、本委員会に属する。本委

員会の行う内容は以下のとおりとする。 

• インターンシップ履修生への支援 

• 受入企業・団体の開拓・調整 

• 学生と受入先のマッチング 

• インターンシップのクオリティチェックと改善策の検討 

 なお、インターンシップの実施にあたっては、上部組織である社会連携プログラム

連絡会議、学内関連組織（キャリアセンター、地域連携・研究推進センター）と連携

して進める。 

b.担当教員の決め方・担当教員の関わり方 

 本学部におけるインターンシップの担当教員は、以下の 3 種に分類される。いずれ

も専任教員が担当し、助手を除く 19 名が担当する。なお、担当教員については、イン

ターンシップ運営委員会で決定する。 

ⅰ）コーディネーター教員（以下、コーディネーター）：社会連携プログラム全体の統

括及びインターンシッププログラム責任者。コーディネーターは原則として毎年度交
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代することはせず、固定で運用する。主に、受入先と大学間の調整に関わる。詳細は

以下のとおり。 

 ・インターンシップ受入先の開拓・マッチング（統括） 

 ・インターンシップ受入先及び指導担当者との連絡調整（受入先との実施目的・実

習内容の擦り合わせ、実習期間・場所等の確定） 

 ・指導教員（後述）の調整・配置 

 ・インターンシップ報告会の企画・運営 

ⅱ）インターンシップ科目担当教員（以下、科目担当教員）：インターンシップの事前

教育科目である「インターンシップ入門」を担当。コーディネーター教員の補佐役と

してインターンシップの運営全般に関わる。科目担当教員についても原則として毎年

度交代することはせず、固定で運用する。 

ⅲ）指導教員：事前教育から事後教育まで一貫して学生の指導を担当。学生が所属す

る専攻分野に即した内容のインターンシップを行うため、学生が所属するメディア基

礎演習または実践演習の担当教員が指導教員となる。担当内容詳細は以下のとおり。 

・学生の実習先決定に関する指導 

・インターンシップ計画書の作成指導 

・企業・団体に関する事前研究の指導 

・実習期間中のモニタリング（指導・助言を含む） 

・実習内容についてのフィードバック 

・成績評価 

c.単位認定の仕組み 

本学部におけるインターンシップの実施時期及び修得単位数は以下のとおりである。 

インターンシップ実施時期及び修得単位数 

科目名称 対象学年 実施時期 履修要件 修得単位数 

インターンシップ 

（短期） 

3 年以上 8 月上旬〜9月中旬 

（10 日間、60 時間以上） 

「インターンシッ

プ入門」を履修済

もしくは履修中で

あること。 

2 単位 

インターンシップ 

（長期） 

8 月上旬〜9月中旬 

（20日間、120時間以上） 

4 単位 

原則として、実施時期は他の授業に支障が生じない長期休暇中の実習とし、可能な限

り連続した期間で実習を行わせることとする。但し、長期プログラムの場合は、イン

ターンシップ運営委員会で協議した上で、実習内容に応じて、上記期間以外の実習及

び春季休暇中も認める場合がある。 

 本科目の単位認定は、在学中に短期または長期の１回のみとする。 

 インターンシップの単位認定にあたっては、以下の条件を満たすことを必要とする。 
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 1）「インターンシップ入門」（インターンシップの事前必修科目） 

を履修すること 

 2)学生向けガイダンス（2 回）に出席すること 

 3)実習先確定後、所定書類（計画書、保証人同意書）を期日までに提出すること 

→所定書類を提出した学生について学科会議及び学部教授会に報告し、教務部にて履

修手続きを行う。（他科目とは履修手続きが異なることについては、学期最初の履修ガ

イダンスにて履修指導を行い、学生の誤解が生じないようにする） 

 4)実習先に関する事前研究を行った上で、所定期間の実習を行うこと 

 5)所定の〆切までに、実習レポート及び実習日誌を作成し、提出すること 

 6)学部主催の成果発表会において実習報告を行うこと 

 7)指導教員からのフィードバックを受けること 

1)〜7）の条件を満たした学生について、学科会議において審議を行い、学部教授会に

報告した上で、単位(2 単位または 4 単位)を付与することとする。 

 なお、実習先については、大学における教育活動の一環であることを踏まえ、学生

の専攻分野及び希望進路との適合性をふまえて、インターンシップ運営委員会でマッ

チングを行い、最終確定させることとする。 

d.評価方法・基準 

インターンシップの成績は、以下の 4 項目に関してそれぞれ評価し、指導教員が最

終的に S から D の総合評価を行う。 

ⅰ）事前学習への取り組み状況(20%) 

ⅱ）インターンシップ計画書に基づいた実習レポート・実習日誌(30%) 

ⅲ）成果発表会の発表内容（30%） 

ⅳ）受入先からの評価票（20%） 

e.事前・事後を含めた指導体制 

事前指導 

ⅰ）ガイダンス（2 回）における履修指導。1 回目のガイダンスは、学期開始時に行い、

インターンシップ受講の流れ及び留意点等について。2 回目のガイダンスは、6 月に行

い、受入先企業・団体の概略説明、実習先の決め方、提出書類等について。2 回のガイ

ダンスを通じて、インターンシップの具体的な受講方法について理解させる。 

ⅱ）社会連携プログラムの設置科目「インターンシップ入門」の受講。この授業の受

講により、インターンシップの意義の理解と、本学部社会連携プログラムに位置付け

られる「インターンシップ」参加に必要な知識とスキルを身につけさせる。具体的に

は、インターンシップの目的と意義、メディア業界の構造と職種の特徴、企業・学生

の双方から見たインターンシップの利点、インターンシップの学びと学部における専

門分野の学修との関係性、インターンシップで必要とされるビジネス・マナー等につ
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いて理解させる。 

ⅲ）インターンシップ計画書（目標設定を含む）の作成と提出。実習先確定後、実習

にあたっての目標を設定し、計画とともに学科所定の様式に沿って提出し、指導教員

の指導を受ける。 

ⅳ）実習先に関する業界研究及び企業研究。実習をどのように自分の学習・進路に生

かすか考察し、その結果について指導教員に報告の上、指導を受ける。 

 

実習中 

ⅰ）実習日誌の作成。１週間ごとに指導教員に実習内容をメールにて提出し、指導を

受ける。 

 

事後指導 

ⅰ）インターンシップ終了後、原則として 2 週間以内に、実習レポートと実習日誌を

提出し、指導教員からの指導を受ける。 

ⅱ）インターンシップ報告会において、インターンシップで行った実習内容、得られ

た成果、今後への活かし方などのプレゼンテーションを行い、学部所属教員全員から

の評価を受ける。 

ⅲ）全日程終了後、指導教員からフィードバックを受け、今後の学習への活かし方を

考える機会とする。 

f.実習先の確保の状況 

 インターンシップ先については、インターンシップの実施目的に適合していること

を基本的な前提条件として、インターンシップ運営委員会及び企業・団体の間で協議・

決定する。学生の十分な学修成果が得られるよう実習期間及び内容について、受け入

れ側との綿密な協議と合意の元に進める。具体的な実習先の確保状況は下記のとおり

である。 

1)メディア表現学科において受入実績のある企業・団体（資料 15 これまでのインタ

ーンシップ受入企業・団体の実績） 

 メディア表現学科において9年間にわたり実施してきたインターンシップにおいて、 

別表に示しているとおり、放送・映像制作、出版・印刷、広告・CM 制作、イベント・

芸能、IT・ゲーム、官公庁・公的機関・団体その他、総計 55 団体、100 名強（過去 3

年間）の受入実績がある。これらの企業・団体は、毎年受け入れをして頂いており、

今後も継続して受け入れ可能な見通しである。但し、企業・団体の状況が変化するこ

とも考えられるため、前年度中に受入依頼を開始し、実習可能な受入先を確定するこ

ととする。 

2)本学の連携協定先の企業・団体（資料 16 日本イベントプロデュース協会加盟団体
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一覧） 

 本学の包括連携協定先である、新宿区、さいたま市、西武信用金庫、としま南長崎

トキワ荘プロジェクト協議会、さいたま商工会議所、株式会社一藝社、社会福祉法人

三篠会、日本イベントプロデュース協会に関しては、協定書記載のとおり、インター

ンシップの受入が可能な状況である。さらに、上記の協定先のうち、西武信用金庫に

関しては当該企業のみならず沿線の中小企業、日本イベントプロデュース協会に関し

ては加盟企業 33 社 70 会員（関東圏内）における受入についても、協定書の記載とお

りに進めていく。 

 さらに、本学が加盟している日本動画協会アニメ人材パートナーズフォーラム加盟

企業 69 社についても、インターンシップの推進について合意しており、受入が可能に

なる見通しである。 

 

 上記 1)2)を合計すると、165 企業・団体となり、学生のインターンシップ先は十分

に確保していると言える。さらに、上記以外にも、コーディネーターの統括の元、各

教員のネットワークや本学キャリアセンターとの連携等により、今後も実習先の拡充

に努力していく。 

 

（3）社会連携プログラムの指導体制 

本プログラムは、本学部が主導して、企業・団体・地域等と連携を図りつつ進めて

いく。プロジェクトの円滑な進行及び大学内における教育との整合性を図るために、

本学部内に①本プログラム全体を統括する「社会連携プログラム連絡会議」を置き 

その下に、プログラム等の実際の運営に当たる②「メディア実践演習運営委員会」及

び③「インターンシップ運営委員会」を置き、それぞれ実践演習プログラム又はイン

ターンシップについて、受け入れ先の開拓・調整、クオリティーチェック及び改善策

の検討を行う。 
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想定される外部連携先

（企業・地域・団体等）

・日本ブラインドサッカー協会

・日本イベントプロデュース協会

・公益社団法人

・「染の小道」実行委員会

・としま南長崎トキワ荘協働プロジェク

 ト協議会 

・株式会社サンケイリビング新聞社

・新宿区 

・近鉄ケーブルネットワーク株式会社

・むさしのみたか市民テレビ局

社会連携プログラム連絡会議（議長：学部長）

構成員（学内）：学科長、コーディネーター教員

構成員（学外）：連携協定締結先（行政、企業・団体）、社会連携プログラム協力

インターンシップ運営委員会

委員長：コーディネーター教員

構成員：科目担当教員、インターンシッ
プ指導教員

事務局：学部助教

・インターンシップ履修生への支援

・受入企業・団体の開拓・調整

・学生と受入先のマッチング

・インターンシップのクオリティチェッ
クと改善策の検討

社会連携プログラムにおける想定プログラム概要及び外部連携先

想定される外部連携先

（企業・地域・団体等）

・日本ブラインドサッカー協会

・日本イベントプロデュース協会

・公益社団法人 AC ジャパン

・「染の小道」実行委員会

・としま南長崎トキワ荘協働プロジェク

 

・株式会社サンケイリビング新聞社

・近鉄ケーブルネットワーク株式会社

・むさしのみたか市民テレビ局

（議長：学部長）

構成員（学外）：連携協定締結先（行政、企業・団体）、社会連携プログラム協力

インターンシップ運営委員会

委員長：コーディネーター教員

構成員：科目担当教員、インターンシッ

事務局：学部助教

・インターンシップ履修生への支援

・受入企業・団体の開拓・調整

・学生と受入先のマッチング

・インターンシップのクオリティチェッ
クと改善策の検討

社会連携プログラムにおける想定プログラム概要及び外部連携先

想定される外部連携先 

（企業・地域・団体等）

・日本ブラインドサッカー協会 

・日本イベントプロデュース協会

ジャパン 

・「染の小道」実行委員会 

・としま南長崎トキワ荘協働プロジェク

・株式会社サンケイリビング新聞社

・近鉄ケーブルネットワーク株式会社

・むさしのみたか市民テレビ局 

構成員（学外）：連携協定締結先（行政、企業・団体）、社会連携プログラム協力

インターンシップ運営委員会

委員長：コーディネーター教員

構成員：科目担当教員、インターンシッ

・インターンシップ履修生への支援

・受入企業・団体の開拓・調整

・インターンシップのクオリティチェッ

 

社会連携プログラムにおける想定プログラム概要及び外部連携先 

 

（企業・地域・団体等） 

 

・日本イベントプロデュース協会  

・としま南長崎トキワ荘協働プロジェク 

・株式会社サンケイリビング新聞社 

・近鉄ケーブルネットワーク株式会社 
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・地域施設・企業の広報映像の提案・企

画・制作 

・林芙美子記念館 

・新宿区・さいたま市 

・さいたま商工会議所 

・博物館におけるデジタルアーカイブの

企画・構築 

・新宿区 

・さいたま市 

・短編映画作品の企画・制作及びコンテ

ストへの応募 

・東京学生映画祭 

・高齢者施設における ICT を活用したワ

ークショップの企画・実施 

・社会福祉法人三篠会（高齢者福祉施設

「神楽坂」） 

・タブレット端末を活用した教育現場で

のワークショップの実施 

・新宿区 

・さいたま市 

・インターネットメディアを活用した商

店街振興策の提案・実施 

・ハッピーロード大山商店街振興組合 

・中井商工会 

・過疎地域の魅力探究と SNS やウェブサ

イトを用いた新たな情報発信方法の提案 

・福井県若狭町 ほか 

・住民が語る「地域の歴史」の収集とア

ーカイブ構築 

・東京大学 

・文京区ふるさと歴史館 

・地元企業と連携したフリーペーパーの

制作・頒布 

・株式会社サンケイリビング新聞社 

・西武信用金庫 

・新宿区 

・一般社団法人日本生活情報紙協会 

・リアルタイム 3DCG ソフトを活用した短

編アニメの企画・制作 

・株式会社 Too 

・株式会社 Real Illusion 

・その他、学部の学びに関連する調査研究・情報発信、各種コンテストへの応募、

イベントへの出展など 

 

 

11.管理運営体制 

 

本学部は、教育研究上の理念を踏まえ円滑な教育・研究の運営を行うため、目白大

学教授会規則に基づき、専任教員（教授、准教授、講師及び助教）によって構成する

教授会を設置する。教授会は毎月 1 回程度開催し、学校教育法第 93 条第 2 項及び第 3

項に基づき、本学部の教育・研究の運営に関し、次の事項を審議する。 

（1）入学、退学、休学、復学、留学、除籍等学生の身上に関する事項 
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（2）教育課程に関する事項 

（3）試験及び卒業に関する事項 

（4）学生の指導及び賞罰に関する事項 

（5）規範等の制定・改廃に関する事項 

（6）その他教育・研究の運営に関し必要な事項 

 学部長は、学部長等会議（議長である学長のほか、副学長、特命学長補佐、学部長、

研究科長、図書館長、学務部長、学部等毎に選出された教授若干名で構成）の意見を

聴いて学長が推薦する候補者について理事長により選考される。また、学科長につい

ても、同様に行われる。 

 

 

12．自己点検・評価 

 

（1）自己点検・評価の実施と結果の公表 

 自己点検・評価については、「目白大学・目白大学短期大学部の自己点検・評価及び

第三者評価等に関する規則」に基づき、自己点検・評価等を恒常的に実施している。 

 具体的には、個々の教員の自己点検・評価シートの作成を踏まえた各教育組織等か

らの報告に基づき、毎年、大学全体の年次報告書としての「自己点検・評価報告書」

を作成している。また、学校教育法による大学機関別認証評価の周期は 7 年以内と定

められており、本学は、公益財団法人日本高等教育評価機構による機関別認証評価を

受審している。第 1 回目の受審は平成 21 年度であり同機構の定める評価基準は全ての

領域において満たしていると認定された。 

なお、平成 28 年度は 7 年周期の大学機関別認証評価の第 2 回目の該当年次であ

り、同機構の定める評価基準により自己点検・評価を実施し、その結果を「平成

28 年度大学機関別認証評価―自己点検評価書―目白大学」としてまとめ上げ、平

成 28 年 6 月に同機構に提出した。その結果は、平成 29 年 3 月 7 日付けで、同機

構の定める評価基準を全ての領域において満たしているとの認定を受けた。 

また、上記以外にも、毎年「FD 活動実施報告書」を作成するほか、学期毎に「学生

による授業評価アンケート」を実施するなど組織的な改善を可能とする周期で実施し

ている。 

 

（2）自己点検・評価の実施体制 

 「目白大学・目白大学短期大学部の自己点検・評価及び第三者評価等に関する規則」

第 3 条に基づき、自己点検・評価等を適正かつ効果的に行うため、大学運営評議会の

下に全学評価委員会を設置している。この全学評価委員会には 
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①自己点検・評価等実施部会（大学・大学院関係）、②第三者評価結果等検証部会（大

学・大学院関係）を置いており、それぞれ以下に掲げる役割を担っている。 

①自己点検・評価等実施部会（大学・大学院関係）は、各学部及び研究科並びに学

内関係部局の協力を得て、認証評価等に関わる「自己点検・評価報告書」等の原案を

作成し、全学評価委員会に提出する。また、このほかに、毎年度、各学部学科及びそ

の他の学内教育研究機関並びに事務局に自己点検・評価シートの作成を指示し、この

報告に基づき年次報告書としての「自己点検・評価報告書」を作成している。これら

の原案及び報告書は全学評価委員会において報告書として確定する。 

②第三者評価結果等検証部会（大学・大学院関係）は、認証評価等の評価結果を踏

まえ、各学部等の教育研究等の全般に係る今後の改善方策等の原案を取りまとめ、全

学評価委員会に提出する。この改善方策等は全学評価委員会で審議を経て確定の後実

施に移される。 

 

 

13．情報の公表 

 

（1）教育情報の公開 

  教育情報の公開については学校教育法施行規則第 172 条の 2 に基づいて、大学 HP

において、「建学の精神」「学部･学科の名称」「教育研究上の目的」「教員組織、業績、

保有学位」「入学等に関すること」「授業等に関すること」「学修の成果等に関するこ

と」「学納金等に関すること」「卒業後の支援等に関すること」「キャンパスの概要等」

などの内容について簡易に検索可能な環境を整備している。 

  また、上記に加えて、認証評価関係の情報などを公表するとともに、大学ポートレ

ート事業に当初から参画し、受験生や保護者等への情報提供に努めている。 

 

（2）財務情報の公開 

  財務情報の公開については、「私立学校法の一部を改正する法律等の施行に伴う財

務情報の公開等について」（平成16年7月23日文部科学省高等教育局私学部長通知）

に則り、本学 HP の「情報の公開」サイトにおいて公表している。その中では、平成

24 年度以降の決算概要について「資金収支計算書」「消費収支計算書」「貸借対照表」

「財産目録」「監査報告書」を報告しており、平成 25 年度からは、グラフを用いて

ステークホルダー等に理解しやすいように「決算の概要」を追加掲載している。さ

らに平成 27 年度決算からは、学校法人会計基準の改正を受けて、「決算の概要」「資

金収支計算書」「活動区分資金収支計算書」「事業活動収支計算書」「貸借対照表」「財

産目録」「監査報告書」の区分により公表している。 
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14．授業内容等の改善を図るための組織的な取り組み 

 

（1）授業内容等の改善に係る取組（FD）実施状況  

  新宿キャンパス（人間学部、社会学部、経営学部及び外国語学部の 4 学部所在）

及び岩槻キャンパス（保健医療学部及び看護学部所在）毎に、FD 実施委員会が置か

れ、①教育内容の改善のための組織的研修及び研究、②教員の教育技術の向上及び

③FD 活動に係る企画立案、推進及び調整等を任務としている。 

  具体的には、FD 実施委員は、全学 FD 研修会を毎年 2～3 回実施し、授業改善や教

学改革等について講演や公開シンポジウム等を開催するほか、学部学科毎に当該年

度の FD 活動計画書の作成と同報告書の提出を義務付けている。各年度の活動計画書

及び報告書は FD 実施委員会を通じて各教育組織に周知され、各学部等で実施されて

いる自主的･自律的な FD 活動の計画と成果を参照できるようになっており、大学全

体のFD活動を視野に置きながら、次年度のFD活動を整備できる体制となっている。 

  また、学期毎に実施している学生による「授業評価アンケート」は、大学事務局

教務部が集計した当該アンケートの結果を踏まえて、本学の学内 Web サイト（スタ

ッフネット）上において、個々の教員が「教育活動自己点検･自己評価アンケート」

に回答する形で、当該年度の正負両面の経験を次年度の授業改善に役立てることと

している。 

  本学が行う FD や自己点検・評価については、その透明性を高める観点から、エビ

デンスに基づいた検証を行うことを主眼として、平成 27 年度から本学の附属施設で

ある教育研究所内に IR 部門を設置し、①基礎学力調査（新入生に係る学力･学習意

欲･動機：在学生に係る学力･キャリア意識･学習意欲）に関するデータベースの構築、

②卒業生調査（教育への満足度、設備への満足度、就職支援への満足度、大学で身

についたと思う力等）のデータ収集を行った。それとともに、学籍データ（所属、

入学年度、性別、修学状況、奨学金受給状況等）、履修データ（履修科目、履修時期、

成績等）、GPA データ（各学期 GPA、累積 GPA）、進路データ（卒業生進路類別･職種･

企業名等）、入試データ（高校調査書点、入試種別、合否状況、試験成績等）及び出

席データ（履修科目ごと出席関連データ）などの日常的データについても収集を行

っている。 

これらの収集データを元に「分析基盤の整備」もすすめ Web で学生情報が確認で

きる「分析テンプレート」とデータベースのデータを任意に分析できる「Tableau」

の導入を行いつつ、入試関係、教務関係、進路関係の各種データ蓄積を通じ、各教

育組織等の要望に応じて必要なデータ提供等を行っている。 

  新設予定のメディア学部についても、以上のような全学的な取組にあわせ教授会
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を中心に、年度ごとの FD 活動計画書の策定･実施、自己点検･評価を踏まえた FD 活

動報告書の策定を通じて、全学及び他学部･学科の活動も参酌しながら毎年度改善に

向けた PDCA サイクルを確立していくこととしている。特に本学部はメディアに関す

る実践的な知識・現場経験を個々の学生に身につけさせるため、社会連携プログラ

ム（メディア基礎演習科目、メディア実践演習科目、インターンシップ）を開設す

ることとしており、関連する外部機関に対して教育指導等を依頼するとともに、本

学部の教育内容への外部評価等を受けることとしている。 

 

（2）大学経営における組織力の強化を目指した一般職員等の職務上の能力開発（SD）

の実施状況 

   本学では、「学校法人目白学園 SD 実施規程」を定め、大学の管理運営や教育･研

究支援を含めた内容について、一般職員を対象とした①新任者、中堅職員、管理職

別に行う「階層別研修」と②教学改革等で本学が直面する課題について専門的な知

識を習得させる「職種別研修」を実施している。以上のほかに、平成 27 年度から

は、教員と職員の合同研修である「全学 FD・SD 研修会」も定期的（年 1 回程度）

に実施している。 

   また、大学設置基準等の改正により職員のみならず教員も含めた SD の実施につ

いて平成 29 年 4 月から義務化されたことに伴い、本学の管理運営に携わる幹部教

員･職員を対象とした「目白大学･目白大学短期大学部エグゼクティブSD実施要領」

を平成 28 年 7 月 1 日付けで制定した。幹部教職員の範囲は、大学（短期大学部）

学長、副学長、特命学長補佐（大学･短期大学）、学長補佐、学部長、学科長（短期

大学部含む）、研究科長、図書館長、学務部長（以上教員系）、大学事務局長、同次

長、大学事務局部長（以上職員系）のほか、法人本部役員及び部長並びに目白研心

中･高等学校長及び幹部教員も常時参加可能となっている。テーマは高等教育をめ

ぐる重要諸課題であり、第 1 回のエグゼクティブ SD は、去る平成 29 年 2 月 22 日

に開催され、「2020 年に向けた高大接続の視点と実践」というテーマで総勢 60 名程

の幹部教職員が講演及び質疑に参加した。 

 

 

15．社会的・職業的自立に関する指導及び体制 

（1）メディア学部が立地する新宿キャンパスにおいては、キャリアセンターを設置し、

各学部･学科のキャリアセンター員（教員）と大学事務局就職支援部（就職指導課、

キャリア支援課）が中心となり、学生の就業力育成や就職支援を全学的に実施して

いる。本学のキャリア教育の基本方針は、「学生が、在学中に教育課程の内外を通

して、多様な経験を積み、自信を持って自分のできることを自覚し、実社会に関わ
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っていく力を育てること」であり、これに基づいてカリキュラムやインターンシッ

プ等を体系的･総合的に構築している。すなわち、共通科目の中に①1 年生を対象

とした初年次セミナーとして「フレッシュマンセミナー」及び「ベーシックセミナ

ー」（必修科目）を設け、学生としての基礎力を修得させるとともに、大学を知る

ことで大学生としての生活・学習習慣の定着化を図っている。②2 年生を対象とし

た「専門とキャリア A」「専門とキャリア B」はいずれも必修科目であり、学生が所

属する専門課程との関係を考えながら社会や自分自身に目を向けさせ、主体的に自

己の生き方と進路及び職業選択をデザインできることを目標としている。③学生

個々人がゼミに所属することとなる 3 年生を対象としては、「仕事と社会」を選択

科目として配置している。この科目は、自己と仕事への理解をより深め「社会を知

る」ことを目的として具体的な就職志望先と就職活動のスケジュールの設定、就職

活動全般におけるビジネスマナー等について、授業内の実践を通じて身につけるた

めの学習を行っている。 

  さらに、選択科目ではあるが正課の科目として、1 年次及び 2 年次に「キャリア研

修Ⅰ」「キャリア研修Ⅱ」をインターンシッププログラムとして開設しており、多

様な体験を積むことで社会と関わっていく力を養い、学生が将来の進路を具体的に

考える契機としている。 

 

（2）メディア学部においても、上記（1）と同様な取組を行うこととしている。この

ほか、本学部・学科の特色の項でも述べたとおり、メディア学に関する実践的な知

識・能力を涵養するため、特に、「社会連携プログラム」として「メディア基礎演

習」「メディア実践演習」を開設している。これは外部の企業・団体などと連携し

ながら、少人数による課題解決型の専門教育を行うものであり、2 年次に選択科目

として「メディア基礎演習」を履修し、3・4 年次に必修科目として「メディア実

践演習」を履修する。連携する企業・団体等と包括連携協定を結び経済産業省が提

唱する社会人基礎力の一つである「チームで働く力（チームワーク）」を重点的に

涵養することとしており、社会的・職業的に自立する力を育成するものである。 

 

（3）本学全体の進路指導、就職支援、相談、就職斡旋等の体制 

  キャリアセンターが設置され、大学事務局就職支援部（就職指導課、キャリア支

援課）所属の職員 9 名及びキャリアカウンセラー4 名が常駐して対応している。こ

のほか、1・2 年生への進路相談は、各学部・学科毎に 30～50 名で構成されるクラ

ス制度が採られており、専門課程担当の教員がこれに当たるほか、各学科単位に置

かれているキャリアセンター員も進路相談に当たっている。（資料 17） 

  キャリアセンターにおける主な進路支援の内容は以下の通りである。 
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  ①1・2 年次対象：インターンシップ支援（キャリア研修Ⅰ～Ⅱ、企業・行政等公

募インターン）  

  ②3・4 年次対象：インターンシップ支援、就活支援対策講座（就職ガイダンス、

ビジネスマナー、個人・グループ面接、ディスカッション）、

業界研究、企業合同説明会、就活塾の運営、個別支援（進路相

談、模擬面接、履歴書・エントリーシート添削 等）、就職斡

旋（求人照会） 

 

（4）学部独自の就職支援体制 

  本学部においては、初年次より卒業時まで、学部所属教員全員により所属学生を

フォローする体制を整える。すなわち、共通科目から専門科目の履修全体を通じて

1 年次でのクラス担任や 2 年次以降の演習担当教員を中心として、1 次前後期に開講

される「フレッシュマンセミナー」「ベーシックセミナー」、2 年次以降の「メディ

ア基礎演習 A/B」「メディア実践演習 1〜4」において就職希望先や履修方法等につい

て説明を行うとともに、オフィスアワー等のあらゆる機会も活用して、本学のキャ

リアセンターとも連携をとりながら個々の学生の将来の就職希望先について十分な

説明及び懇切なアドバイスを行うこととしている。 

 

 



                資料目次資料目次資料目次資料目次    

 

 

資料１：スマートフォン等利用率 

資料２：ＡＲ（拡張現実）／ＶＲ（仮想現実）の製品出荷台数予測 

資料３（その１）：日経 MJ（2016.2.19）記事 

      エン・ジャパン「未経験者、IT 業界へ 無料で研修講座」 

      日経 MJ（2016.9.27）記事 略 

      リクルートキャリア「IT 未経験者向けに企業紹介」 

資料３（その２）：日経 MJ（2016.4.27）記事 

     「敏腕広報欲しい！ベンチャー、熱き争奪戦、複数社で『シェア』も、 

有能な大学生抜擢、育成のプロ現る（人が足りない）」 略 

資料４：産業構造の試算結果 

資料５：履修モデル(1) 新聞・出版など マスメディア企業 

資料６：履修モデル(2) 一般企業 総合職・広報・調査部門 

資料７：履修モデル(3) 映像制作系（テレビ番組制作会社、ネット動画配信企業等） 

資料８：履修モデル(4) ウェブコンテンツ系（ウェブ編集者、ウェブプロデューサー等） 

資料９：履修モデル(5) イベント・広告系（イベント企画・運営企業等） 

資料 10：専門教育科目 カリキュラム表 

資料 11：学校法人目白学園就業規則（抄） 定年に関する本学規程 

資料 12：ＰＣ演習室を利用する科目の時間割シミュレーションと稼働率 

資料 13：ＰＣ演習室を利用する科目の一覧表と稼働率 

資料 14：図書、資料の所蔵数 

資料 15：これまでのインターンシップ受入企業・団体の実績 

資料 16：本学の連携協定先の企業・団体及び日本イベントプロデュース協会加盟団体一覧 

    （連携協定本文省略） 

資料 17：キャリアセンターの就職相談状況（新宿キャンパス）  
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履修モデル（1） ＊新聞・出版など䛾マスメディア企業60

科目区分
１年次 ２年次 ３年次 ４年次

小計
科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位

共
通
科
目

 初年次セミナー
◯フレッシュマンセミナー [春] 1 2

◯ベーシックセミナー [秋] 1

総
合
科
目

 分野横断科目 大学生活と学問 [春] 2 8

 学際科目 社会生活䛾デザイン [秋] 2

 異分野入門科目
ビジネス偉人伝
～先達に学ぶ生きるため䛾智
慧

[春] 2

 グローバル課題探求
科目 世界䛾今を学ぼう [秋] 2

 国語
◯日本語読解演習Ⅰ [春] 1 ◯日本語表現演習Ⅰ [春] 1 4

◯日本語読解演習Ⅱ [秋] 1 ◯日本語表現演習Ⅱ [秋] 1

 外国語

◯英語基礎
(Fundamentals of English) Ⅰ

[春] 1
◯総合英語
(Integrated English)Ⅱ

[春] 1
5

◯英語基礎
(Fundamentals of English) Ⅱ

[秋] 1
◯専門基礎英語
(Basic English for Special 
Fields)

[秋] 1

◯総合英語
(Integrated English)Ⅰ

[春] 1

 情報活用演習 ◯情報活用演習Ⅰ [春] 2 ◯情報活用演習Ⅱ [秋] 2 4

 スポーツ・健康
◯生涯スポーツ１ [春] 1 2

◯健康科学 [秋] 1

 キャリアデザイン
◯専門とキャリアA [春] 1 仕事と社会 [春] 1 3

◯専門とキャリアB [秋] 1

小計（共通科目） 13 12 3 28

専
門
教
育
科
目

 学部基礎科目

学
部
基
礎
科
目
な
ど
を
通
し
て
、
メ
デ
ィ
ア
学
䛾
基
礎
と
な
る
理
論
、
背
景
や
手
法
を
し
っ
か
り
と
学
び
ま
す

◯メディアと社会 [春] 2 基
幹
科
目
、
展
開
科
目
等
を
通
し
て
メ
デ
ィ
ア
学
䛾
軸
と
な
る
3
つ
䛾
視
点
を
学
び
ま
す

社
会
連
携
プ
ロ
グ
ラ
ム
䛾
実
践
を
通
し
て
、
メ
デ
ィ
ア
と
社
会
䛾
関
係
性
に
つ
い
て
学
習
を
深
め
て
い
き
ま
す

社
会
連
携
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
お
け
る
発
展
的
課
題
及
び
卒
業
研
究
に
取
り
組
む
こ
と
で
、
学
び
䛾
幅
を
広
め
て
い
き
ま
す

16

◯メディア学概論 [春] 2

◯メディア情報概論 [春] 2

◯メディアとモラル [春] 2

◯メディアと心理 [秋] 2

◯メディア社会と法 [秋] 2

◯メディア発達史 [秋] 2

◯メディア・リテラシー論 [秋] 2

学
部
基
幹
科
目

コア領域

◯美術入門 [秋] 2 ◯メディア社会論 [春] 2 28

◯消費社会論 [秋] 2 ◯情報社会論 [春] 2

◯メディア産業概論 [春] 2

方法論領域

◯メディア技法入門 [春] 2 ◯メディア調査法 1 [春] 2 メディア取材法 [春] 2

◯造形入門 [春] 2 ◯デザイン技法I [春] 2 編集技法I [秋] 2

写真撮影技法 [秋] 2 メディア調査法 2 [秋] 2 メディア文章表現 [春] 2

展
開
科
目

メディアと社会・文化
分野

* メディア文化論 [春] 2 グローバルジャーナリズム論 [春] 2 26

* ジャーナリズム論 [秋] 2 多文化共生論 [春] 2

出版メディア論 [秋] 2 サブカルチャー論 [春] 2

* インターネット・コミュニケー
ション論

[秋] 2 電子出版論 [秋] 2

* メディア思想史 [秋] 2 コミックス文化論 [秋] 2

* 放送論 [秋] 2 メディア社会・文化特講 [秋] 2

地域メディア論 [秋] 2

メディアと産業・消費
分野

* メディアとビジネス [春] 2 * 広告論 [秋] 2 8

* 広報・PR 論 [秋] 2

社会デザイン論 [秋] 2

メディアと表現・技術
分野

0

 社会連携プログラム

メディア基礎演習A [春] 2 ◯メディア実践演習1 [春] 2 ◯メディア実践演習3 [春] 2 14

◯メディア実践演習2 [秋] 2 ◯メディア実践演習4 [春] 2

インターンシップ入門 [春] 2 インターンシップ（短期） [春] 2

 卒業研究 ◯卒業研究 [秋] 4 4

 自由選択科目

小計（専門教育科目） 26 30 30 10 96

合計（共通科目+専門教育科目） 39 42 33 10 124

◯ 䛿必修科目　* 䛿分野必修科目

profile
タイプライターテキスト
資料

profile
タイプライターテキスト

profile
タイプライターテキスト
5

profile
タイプライターテキスト

profile
タイプライターテキスト

profile
タイプライターテキスト

profile
タイプライターテキスト

profile
タイプライターテキスト
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履修モデル（2） ＊一般企業䛾総合職・広報・調査部門75

科目区分
１年次 ２年次 ３年次 ４年次

小計
科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位

共
通
科
目

 初年次セミナー
◯フレッシュマンセミナー [春] 1 2

◯ベーシックセミナー [秋] 1

総
合
科
目

 分野横断科目 知䛾探究法 [秋] 2 8

 学際科目 社会生活䛾デザイン [秋] 2

 異分野入門科目 心理学フロンティア [春] 2
 グローバル課題探求
科目 サステイナブル社会を考える [春] 2

 国語
◯日本語読解演習Ⅰ [春] 1 ◯日本語表現演習Ⅰ [春] 1 4

◯日本語読解演習Ⅱ [秋] 1 ◯日本語表現演習Ⅱ [秋] 1

 外国語

◯英語基礎
(Fundamentals of English) Ⅰ

[春] 1
◯総合英語
(Integrated English)Ⅱ

[春] 1
5

◯英語基礎
(Fundamentals of English) Ⅱ

[秋] 1
◯専門基礎英語
(Basic English for Special Fields)

[秋] 1

◯総合英語
(Integrated English)Ⅰ

[春] 1

 情報活用演習 ◯情報活用演習Ⅰ [春] 2 ◯情報活用演習Ⅱ [秋] 2 4

 スポーツ・健康
◯生涯スポーツ１ [春] 1 2

◯健康科学 [秋] 1

 キャリアデザイン
◯専門とキャリアA [春] 1 仕事と社会 [春] 1 3

◯専門とキャリアB [秋] 1

小計（共通科目） 13 12 3 28

専
門
教
育
科
目

 学部基礎科目

学
部
基
礎
科
目
な
ど
を
通
し
て
、
メ
デ
ィ
ア
学
䛾
基
礎
と
な
る
理
論
、
背
景
や
手
法
を
し
っ
か
り
と
学
び
ま
す

◯メディアと社会 [春] 2 メ
デ
ィ
ア
学
䛾
軸
と
な
る
3
つ
䛾
視
点
を
学
び
、
展
開
科
目
な
ど
を
通
し
て
、
中
心
的
な
知
識
・
能
力
䛾
方
向
性
を
定
め
ま
す

社
会
連
携
プ
ロ
グ
ラ
ム
䛾
実
践
を
通
し
て
、
メ
デ
ィ
ア
と
社
会
䛾
関
係
性
に
つ
い
て
学
習
を
深
め
て
い
き
ま
す

社
会
連
携
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
お
け
る
発
展
的
課
題
及
び
卒
業
研
究
に
取
り
組
む
こ
と
で
、
学
び
䛾
幅
を
広
め
て
い
き
ま
す

16

◯メディア学概論 [春] 2

◯メディア情報概論 [春] 2

◯メディアとモラル [春] 2

◯メディアと心理 [秋] 2

◯メディア社会と法 [秋] 2

◯メディア発達史 [秋] 2

◯メディア・リテラシー論 [秋] 2

学
部
基
幹
科
目

コア領域

◯美術入門 [秋] 2 ◯メディア社会論 [春] 2 30

◯消費社会論 [秋] 2 ◯情報社会論 [春] 2

◯メディア産業概論 [春] 2

方法論領域

◯メディア技法入門 [春] 2 ◯メディア調査法 1 [春] 2 メディア統計分析 [春] 2

◯造形入門 [春] 2 メディア取材法 [春] 2 メディア文章表現 [春] 2

◯デザイン技法I [春] 2 デジタル・プレゼンテーションI [春] 2

メディア調査法 2 [秋] 2 デジタル・プレゼンテーションII [秋] 2

展
開
科
目

メディアと社会・文化
分野

* メディア文化論 [春] 2 サブカルチャー論 [春] 2 20

* ジャーナリズム論 [秋] 2 教育とメディア [春] 2

* インターネット・コミュニケーショ
ン論

[秋] 2 メディア・リテラシー演習 [春] 2

* メディア思想史 [秋] 2 メディア社会・文化特講 [秋] 2

* 放送論 [秋] 2 音楽文化論 [秋] 2

メディアと産業・消費
分野

* メディアとビジネス [春] 2 * 広報・PR 論 [秋] 2 8

* イベント概論 [秋] 2

社会デザイン論 [秋] 2

メディアと表現・技術
分野

* デザイン論 [秋] 2 メディアアート [秋] 2 4

 社会連携プログラム

メディア基礎演習B [秋] 2 ◯メディア実践演習1 [春] 2 ◯メディア実践演習3 [春] 2 14

◯メディア実践演習2 [秋] 2 ◯メディア実践演習4 [春] 2

インターンシップ入門 [春] 2 インターンシップ（短期） [春] 2

 卒業研究 ◯卒業研究 [秋] 4 4

 自由選択科目

小計（専門教育科目） 24 30 32 10 96

合計（共通科目+専門教育科目） 37 42 35 10 124

◯ 䛿必修科目　* 䛿分野必修科目

profile
タイプライターテキスト
資料

profile
タイプライターテキスト

profile
タイプライターテキスト
６

profile
タイプライターテキスト

profile
タイプライターテキスト
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履修モデル（3） ＊映像制作系（テレビ番組制作会社、ネット動画配信企業等）15

科目区分
１年次 ２年次 ３年次 ４年次

小計
科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位

共
通
科
目

 初年次セミナー
◯フレッシュマンセミナー [春] 1 2

◯ベーシックセミナー [秋] 1

総
合
科
目

 分野横断科目 知䛾探究法 [秋] 2 8

 学際科目 日本語再発見 [秋] 2

 異分野入門科目
ビジネス偉人伝
～先達に学ぶ生きるため䛾智慧

[春] 2

 グローバル課題探求
科目

グローバルな視点で学ぶ社会と
人間

[春] 2

 国語
◯日本語読解演習Ⅰ [春] 1 ◯日本語表現演習Ⅰ [春] 1 4

◯日本語読解演習Ⅱ [秋] 1 ◯日本語表現演習Ⅱ [秋] 1

 外国語

◯英語基礎
(Fundamentals of English) Ⅰ

[春] 1
◯総合英語
(Integrated English)Ⅱ

[春] 1
5

◯英語基礎
(Fundamentals of English) Ⅱ

[秋] 1
◯専門基礎英語
(Basic English for Special Fields)

[秋] 1

◯総合英語
(Integrated English)Ⅰ

[春] 1

 情報活用演習 ◯情報活用演習Ⅰ [春] 2 ◯情報活用演習Ⅱ [秋] 2 4

 スポーツ・健康
◯生涯スポーツ１ [春] 1 2

◯健康科学 [秋] 1

 キャリアデザイン
◯専門とキャリアA [春] 1 仕事と社会 [春] 1 3

◯専門とキャリアB [秋] 1

小計（共通科目） 13 12 3 28

専
門
教
育
科
目

 学部基礎科目

学
部
基
礎
科
目
な
ど
を
通
し
て
、
メ
デ
ィ
ア
学
䛾
基
礎
と
な
る
理
論
、
背
景
や
手
法
を
し
っ
か
り
と
学
び
ま
す

◯メディアと社会 [春] 2 メ
デ
ィ
ア
学
䛾
軸
と
な
る
3
つ
䛾
視
点
を
学
び
、
展
開
科
目
な
ど
を
通
し
て
、
中
心
的
な
知
識
・
能
力
䛾
方
向
性
を
定
め
ま
す

社
会
連
携
プ
ロ
グ
ラ
ム
䛾
実
践
を
通
し
て
、
メ
デ
ィ
ア
と
社
会
䛾
関
係
性
に
つ
い
て
学
習
を
深
め
て
い
き
ま
す

社
会
連
携
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
お
け
る
発
展
的
課
題
及
び
卒
業
研
究
に
取
り
組
む
こ
と
で
、
学
び
䛾
幅
を
広
め
て
い
き
ま
す

16

◯メディア学概論 [春] 2

◯メディア情報概論 [春] 2

◯メディアとモラル [春] 2

◯メディアと心理 [秋] 2

◯メディア社会と法 [秋] 2

◯メディア発達史 [秋] 2

◯メディア・リテラシー論 [秋] 2

学
部
基
幹
科
目

コア領域

◯美術入門 [秋] 2 ◯メディア社会論 [春] 2 26

◯消費社会論 [秋] 2 ◯情報社会論 [春] 2

◯メディア産業概論 [春] 2

方法論領域

◯メディア技法入門 [春] 2 ◯メディア調査法 1 [春] 2 メディア身体表現 [秋] 2

◯造形入門 [春] 2 ◯デザイン技法I [春] 2 メディア文章表現 [春] 2

コンテンツ企画 [秋] 2

写真撮影技法 [秋] 2

展
開
科
目

メディアと社会・文化
分野

* メディア文化論 [春] 2 * ジャーナリズム論 [秋] 2 6

* 放送論 [秋] 2

メディアと産業・消費
分野

0

メディアと表現・技術
分野

* メディア情報論 [春] 2 映像制作技術論 [春] 2 28

* 映像表現論 [春] 2 シナリオ論 [春] 2

* デザイン論 [秋] 2 映像制作演習Ⅲ [春] 2

* 映画論 [秋] 2 ライブ番組制作演習 [春] 2

* インタフェース論 [秋] 2 映像表現特講 [秋] 2

映像制作演習I [秋] 2 ショートフィルム論 [秋] 2

映像制作演習II [秋] 2 映像制作応用演習 [秋] 2

 社会連携プログラム

メディア基礎演習B [秋] 2 ◯メディア実践演習1 [春] 2 ◯メディア実践演習3 [春] 2 16

◯メディア実践演習2 [秋] 2 ◯メディア実践演習4 [春] 2

インターンシップ入門 [春] 2 インターンシップ（長期） [春] 4

 卒業研究 ◯卒業研究 [秋] 4 4

 自由選択科目

小計（専門教育科目） 28 30 26 12 96

合計（共通科目+専門教育科目） 41 42 29 12 124

◯ 䛿必修科目　* 䛿分野必修科目

profile
タイプライターテキスト
資料

profile
タイプライターテキスト
7

profile
タイプライターテキスト



3
履修モデル（4） ＊ウェブコンテンツ系（ウェブ編集者、ウェブプロデューサー等）30

科目区分
１年次 ２年次 ３年次 ４年次

小計
科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位

共
通
科
目

 初年次セミナー
◯フレッシュマンセミナー [春] 1 2

◯ベーシックセミナー [秋] 1

総
合
科
目

 分野横断科目 科学的なも䛾䛾見方・考え方 [秋] 2 8

 学際科目 感性を磨く芸術論 [秋] 2

 異分野入門科目 こと䜀䛾「しくみ」と「䛿たらき」 [春] 2
 グローバル課題探求
科目 世界䛾今を学ぼう [秋] 2

 国語
◯日本語読解演習Ⅰ [春] 1 ◯日本語表現演習Ⅰ [春] 1 4

◯日本語読解演習Ⅱ [秋] 1 ◯日本語表現演習Ⅱ [秋] 1

 外国語

◯英語基礎
(Fundamentals of English) Ⅰ

[春] 1
◯総合英語
(Integrated English)Ⅱ

[春] 1
5

◯英語基礎
(Fundamentals of English) Ⅱ

[秋] 1
◯専門基礎英語
(Basic English for Special Fields)

[秋] 1

◯総合英語
(Integrated English)Ⅰ

[春] 1

 情報活用演習 ◯情報活用演習Ⅰ [春] 2 ◯情報活用演習Ⅱ [秋] 2 4

 スポーツ・健康
◯生涯スポーツ１ [春] 1 2

◯健康科学 [秋] 1

 キャリアデザイン
◯専門とキャリアA [春] 1 仕事と社会 [春] 1 3

◯専門とキャリアB [秋] 1

小計（共通科目） 13 12 3 28

専
門
教
育
科
目

 学部基礎科目

学
部
基
礎
科
目
な
ど
を
通
し
て
、
メ
デ
ィ
ア
学
䛾
基
礎
と
な
る
理
論
、
背
景
や
手
法
を
し
っ
か
り
と
学
び
ま
す

◯メディアと社会 [春] 2 メ
デ
ィ
ア
学
䛾
軸
と
な
る
3
つ
䛾
視
点
を
学
び
、
展
開
科
目
な
ど
を
通
し
て
、
中
心
的
な
知
識
・
能
力
䛾
方
向
性
を
定
め
ま
す

社
会
連
携
プ
ロ
グ
ラ
ム
䛾
実
践
を
通
し
て
、
メ
デ
ィ
ア
と
社
会
䛾
関
係
性
に
つ
い
て
学
習
を
深
め
て
い
き
ま
す

社
会
連
携
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
お
け
る
発
展
的
課
題
及
び
卒
業
研
究
に
取
り
組
む
こ
と
で
、
学
び
䛾
幅
を
広
め
て
い
き
ま
す

16

◯メディア学概論 [春] 2

◯メディア情報概論 [春] 2

◯メディアとモラル [春] 2

◯メディアと心理 [秋] 2

◯メディア社会と法 [秋] 2

◯メディア発達史 [秋] 2

◯メディア・リテラシー論 [秋] 2

学
部
基
幹
科
目

コア領域

◯美術入門 [秋] 2 ◯メディア社会論 [春] 2 30

◯消費社会論 [秋] 2 ◯情報社会論 [春] 2

◯メディア産業概論 [春] 2

方法論領域

◯メディア技法入門 [春] 2 ◯メディア調査法 1 [春] 2 メディア統計分析 [春] 2

◯造形入門 [春] 2 ◯デザイン技法I [春] 2 メディア文章表現 [春] 2

コンテンツ企画 [秋] 2 メディア調査法 2 [秋] 2

Web技法 [秋] 2 編集技法I [秋] 2

展
開
科
目

メディアと社会・文化
分野

* インターネット・コミュニケーショ
ン論

[秋] 2 2

メディアと産業・消費
分野

* メディアとビジネス [春] 2 * 広告論 [秋] 2 4

メディアと表現・技術
分野

* メディア情報論 [春] 2 デジタルアーカイブ論 [春] 2 26

* 映像表現論 [春] 2 情報ネットワーク論 [春] 2

* デザイン論 [秋] 2 インタラクティブアプリケーションI [春] 2

* 映画論 [秋] 2 メディアアート [秋] 2

* インタフェース論 [秋] 2 メディア情報特講 [秋] 2

プログラミング基礎 [秋] 2 インタラクティブアプリケーションII [秋] 2

Webシステム [秋] 2

 社会連携プログラム

メディア基礎演習B [秋] 2 ◯メディア実践演習1 [春] 2 ◯メディア実践演習3 [春] 2 14

◯メディア実践演習2 [秋] 2 ◯メディア実践演習4 [春] 2

インターンシップ入門 [春] 2

インターンシップ（短期） [秋] 2

 卒業研究 ◯卒業研究 [秋] 4 4

 自由選択科目

小計（専門教育科目） 28 30 30 8 96

合計（共通科目+専門教育科目） 41 42 33 8 124

◯ 䛿必修科目　* 䛿分野必修科目

profile
タイプライターテキスト
資料

profile
タイプライターテキスト
８



1
履修モデル（5） ＊イベント・広告系（イベント企画・運営企業等）0

科目区分
１年次 ２年次 ３年次 ４年次

小計
科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位

共
通
科
目

 初年次セミナー
◯フレッシュマンセミナー [春] 1 2

◯ベーシックセミナー [秋] 1

総
合
科
目

 分野横断科目 大学生活と学問 [春] 2 8

 学際科目 「観光」で読み解く現代社会 [秋] 2

 異分野入門科目
ビジネス偉人伝
～先達に学ぶ生きるため䛾智慧

[春] 2

 グローバル課題探求
科目 世界䛾今を学ぼう [秋] 2

 国語
◯日本語読解演習Ⅰ [春] 1 ◯日本語表現演習Ⅰ [春] 1 4

◯日本語読解演習Ⅱ [秋] 1 ◯日本語表現演習Ⅱ [秋] 1

 外国語

◯英語基礎
(Fundamentals of English) Ⅰ

[春] 1
◯総合英語
(Integrated English)Ⅱ

[春] 1
5

◯英語基礎
(Fundamentals of English) Ⅱ

[秋] 1
◯専門基礎英語
(Basic English for Special Fields)

[秋] 1

◯総合英語
(Integrated English)Ⅰ

[春] 1

 情報活用演習 ◯情報活用演習Ⅰ [春] 2 ◯情報活用演習Ⅱ [秋] 2 4

 スポーツ・健康
◯生涯スポーツ１ [春] 1 2

◯健康科学 [秋] 1

 キャリアデザイン
◯専門とキャリアA [春] 1 仕事と社会 [春] 1 3

◯専門とキャリアB [秋] 1

小計（共通科目） 13 12 3 28

専
門
教
育
科
目

 学部基礎科目

学
部
基
礎
科
目
な
ど
を
通
し
て
、
メ
デ
ィ
ア
学
䛾
基
礎
と
な
る
理
論
、
背
景
や
手
法
を
し
っ
か
り
と
学
び
ま
す

◯メディアと社会 [春] 2 メ
デ
ィ
ア
学
䛾
軸
と
な
る
3
つ
䛾
視
点
を
学
び
、
展
開
科
目
な
ど
を
通
し
て
、
中
心
的
な
知
識
・
能
力
䛾
方
向
性
を
定
め
ま
す

社
会
連
携
プ
ロ
グ
ラ
ム
䛾
実
践
を
通
し
て
、
メ
デ
ィ
ア
と
社
会
䛾
関
係
性
に
つ
い
て
学
習
を
深
め
て
い
き
ま
す

社
会
連
携
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
お
け
る
発
展
的
課
題
及
び
卒
業
研
究
に
取
り
組
む
こ
と
で
、
学
び
䛾
幅
を
広
め
て
い
き
ま
す

16

◯メディア学概論 [春] 2

◯メディア情報概論 [春] 2

◯メディアとモラル [春] 2

◯メディアと心理 [秋] 2

◯メディア社会と法 [秋] 2

◯メディア発達史 [秋] 2

◯メディア・リテラシー論 [秋] 2

学
部
基
幹
科
目

コア領域

◯美術入門 [秋] 2 ◯メディア社会論 [春] 2 28

◯消費社会論 [秋] 2 ◯情報社会論 [春] 2

◯メディア産業概論 [春] 2

方法論領域

◯メディア技法入門 [春] 2 ◯メディア調査法 1 [春] 2 デジタル・プレゼンテーションI [春] 2

◯造形入門 [春] 2 ◯デザイン技法I [春] 2 デジタル・プレゼンテーションII [秋] 2

コンテンツ企画 [秋] 2 デザイン技法II [秋] 2

Web技法 [秋] 2

展
開
科
目

メディアと社会・文化
分野

* メディア文化論 [春] 2 出版メディア論 [秋] 2 6

* 放送論 [秋] 2

メディアと産業・消費
分野

* メディアとビジネス [春] 2 広告表現論 [春] 2 24

* 広告論 [秋] 2 広告プランニング論 [春] 2

* 広報・PR 論 [秋] 2 広告制作演習 [春] 2

* イベント概論 [秋] 2 イベント・広告プランニング特講 [秋] 2

* エンターテインメント論 [秋] 2 社会デザイン論 [秋] 2

エンターテインメント・プロデュー
ス特講

[秋] 2

イベント制作・運営演習 [秋] 2

メディアと表現・技術
分野

* メディア情報論 [春] 2 2

 社会連携プログラム

メディア基礎演習B [秋] 2 ◯メディア実践演習1 [春] 2 ◯メディア実践演習3 [春] 2 16

◯メディア実践演習2 [秋] 2 ◯メディア実践演習4 [春] 2

インターンシップ入門 [春] 2 インターンシップ（長期） [春] 4

 卒業研究 ◯卒業研究 [秋] 4 4

 自由選択科目

小計（専門教育科目） 28 28 28 12 96

合計（共通科目+専門教育科目） 41 40 31 12 124

◯ 䛿必修科目　* 䛿分野必修科目

profile
タイプライターテキスト
資料

profile
タイプライターテキスト
９



資料 10

専門教育科目 カリキュラム

◎メディアと社会 ◎メディアと心理

◎メディア学概論 ◎メディア社会と法

◎メディア情報概論 ◎メディア発達史

◎メディアとモラル ◎メディア・リテラシー論

◎美術入門 ◎メディア社会論

◎消費社会論 ◎情報社会論

◎メディア産業概論

◎メディア技法入門 コンテンツ企画 ◎メディア調査法 1 メディア調査法 2 メディア統計分析

◎造形入門 写真撮影技法 メディア取材法 メディア身体表現 メディア文章表現

Web技法 ◎デザイン技法I デザイン技法II デジタル・プレゼンテーションI デジタル・プレゼンテーションII

編集技法I 編集技法II

* メディア文化論 * ジャーナリズム論 グローバルジャーナリズム論 メディア社会・文化特講

* 放送論 サブカルチャー論 音楽文化論

* メディア思想史 多文化共生論 コミックス文化論

* インターネット・コミュニケーション論 メディア・リテラシー演習 電子出版論

出版メディア論 教育とメディア エデュテイメントシステム制作演習

地域メディア論

* メディアとビジネス * 広告論 広告表現論 イベント・広告プランニング特講

* 広報・PR 論 広告プランニング論 社会デザイン論

* イベント概論 広告制作演習 エンターテインメント・プロデュース特講

* エンターテインメント論 イベントプロデュース論 イベント制作・運営演習

アニメーション制作演習 I アニメーション制作演習 II アニメーション制作演習 III 

サウンド分析演習 サウンド制作演習

* 映像表現論 * デザイン論 映像制作技術論 映像表現特講

* メディア情報論 * 映画論 シナリオ論 ショートフィルム論

* インタフェース論 デジタルアーカイブ論 メディアアート

プログラミング基礎 情報ネットワーク論 メディア情報特講

映像制作演習I 映像制作演習III 映像制作応用演習

映像制作演習II ライブ番組制作演習 Webシステム

インタラクティブアプリケーションI インタラクティブアプリケーションII

メディア基礎演習A メディア基礎演習B ◎メディア実践演習1 ◎メディア実践演習2 ◎メディア実践演習3

◎メディア実践演習4

インターンシップ入門 インターンシップ(短期) インターンシップ(短期)

インターンシップ(長期) インターンシップ(長期)

◎卒業研究

4年

社会連携プログラム

卒業研究

◎ は必修科目　* は分野必修科目

学部基幹科目

コア領域

方法論領域

展開科目

メディアと社会・文化
分野

メディアと産業・消費
分野

メディアと表現・技術
分野

学部基礎科目

科目区分 1年〜 2年〜 3年〜



資料 11

学校法人目白学園就業規則（抄）

第２章

（定年）

年齢 年齢
教授 満70歳 教諭 満63歳

准教授 満65歳 養護教諭 満63歳
専任講師 満63歳 助教諭 満63歳

助教 満63歳 満63歳
助手 満63歳 満63歳
教授 満70歳

准教授 満65歳
専任講師 満63歳

助教 満63歳
助手 満63歳
副手 満63歳

短期大学部

第１９条 教職員は、次の年齢に達した年度末をもって定年退職とする。業務上の都合により、特
に必要があると認めた者については、理事会の議を経て、１年毎に契約を更改して引き続き在職
させることができる。

大学

教職員 教職員

一般職
医療職

中学校・
高等学校



当該教育課程のうちPC演習室を利用する科目の時間割シミュレーションと稼働率

【 春学期 】
マルチメディア演習室１ マルチメディア演習室２

月 火 水 木 金 月 火 水 木 金

1
メディア情報

概論
1

映像制作演習
III

メディア情報
概論

2
メディア技法

入門
メディア技法

入門
メディア基礎

演習A
メディア実践

演習1
2

メディア技法
入門

メディア技法
入門

メディア基礎
演習A

映像制作演習
III

3 情報活用演習I
メディア実践

演習1
デザイン技法I

映像制作演習
III

3 情報活用演習I
メディア実践

演習1
デザイン技法I

4 情報活用演習I デザイン技法I
メディア情報

概論
4 情報活用演習I デザイン技法I

メディア情報
概論

5 情報活用演習I
メディア実践演習

3･4
メディア実践演習

3･4 5 情報活用演習I
情報活用演習
I：再履修

メディア実践演習
3･4

授業利用時
限数

15 稼働率(%) 60%
授業利用時

限数
15 稼働率(%) 60%

マルチメディア演習室３ マルチメディア演習室４

月 火 水 木 金 月 火 水 木 金

1
サウンド分析

演習
教育とメディ

ア
1

メディア基礎
演習A

アニメーショ
ン制作演習Ⅱ

2
メディア調査

法1
サウンド分析

演習
メディア基礎

演習A
2

メディア文章
表現

メディア実践演習
3･4

アニメーショ
ン制作演習Ⅱ

3
メディア調査

法1
メディア実践

演習1
編集技法Ⅱ 写真撮影技法 3 広告制作演習

インタラク
ティブアプリ
ケーションI

メディア・リ
テラシー演習

デジタル・プ
レゼンテー
ションI

4
メディア統計

分析
メディア実践演習

3･4 編集技法Ⅱ 写真撮影技法 4
メディア実践

演習1
ライブ番組制

作演習

5
メディア実践演習

3･4
メディア実践

演習1
5

メディア実践演習
3･4

メディア実践
演習1

メディア実践演習
3･4

メディア実践
演習1

授業利用時
限数

15 稼働率(%) 60%
授業利用時

限数
15 稼働率(%) 60%

※ 教室数(4教室：PC約200台)に増強した際の全体稼働率 ※ 検討比較：現在の教室数(3教室：PC約150台)で実施した場合の全体稼働率

授業利用時
限数

60 稼働率(%) 60%
授業利用時

限数
60 稼働率(%) 80%

【 秋学期 】
マルチメディア演習室１ マルチメディア演習室２

月 火 水 木 金 月 火 水 木 金

1 映像制作演習I 1 Web技法

2
デジタル・プ
レゼンテー
ションII

デザイン技法
II

映像制作演習
II

2
デザイン技法

II
アニメーショ
ン制作演習Ⅲ

メディア基礎
演習B

Web技法
エデュテイメ
ントシステム
制作演習

3
メディア基礎

演習B
映像制作演習I 3

メディア情報
特講

メディア実践
演習2

4
インタラク
ティブアプリ
ケーションII

メディア実践
演習2

メディア実践
演習2

プログラミン
グ基礎

映像制作演習
II

4
サウンド制作

演習
編集技法Ⅰ

5
メディア実践

演習2
5

サウンド制作
演習

編集技法Ⅰ

授業利用時
限数

12 稼働率(%) 48%
授業利用時

限数
12 稼働率(%) 48%

マルチメディア演習室３ マルチメディア演習室４

月 火 水 木 金 月 火 水 木 金

1 写真撮影技法 映像制作演習I 1
メディア基礎

演習B
アニメーショ
ン制作演習Ⅰ

2 写真撮影技法
メディア調査

法2
映像制作演習

II
2

プログラミン
グ基礎

アニメーショ
ン制作演習Ⅰ

3
情報活用演習

II
メディア実践

演習2
Webシステム 3

情報活用演習
II

メディア実践
演習2

メディア実践
演習2

4
情報活用演習

II
メディア基礎

演習B
4

情報活用演習
II

メディア実践
演習2

映像制作応用
演習

5
情報活用演習

II
メディアアー

ト
5

情報活用演習
II

情報活用演習
II：再履修

授業利用時
限数

12 稼働率(%) 48%
授業利用時

限数
12 稼働率(%) 48%

※ 教室数(4教室：PC約200台)に増強した際の全体稼働率 ※ 検討比較：現在の教室数(3教室：PC約150台)で実施した場合の全体稼働率

授業利用時
限数

48 稼働率(%) 48%
授業利用時

限数
48 稼働率(%) 64%

〈補足〉授業でPCを使用する場合も含む

マルチメディア演習室
全体(1+2+3+4)

マルチメディア演習室
全体(1+2+3)

マルチメディア演習室
全体(1+2+3+4)

マルチメディア演習室
全体(1+2+3)
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当該教育課程のうちPC演習室を利用する科目の一覧表と稼働率

【 春学期 】

学部基礎科目 メディア情報概論 2 春 4

学部基幹科目：方法論領域 メディア技法入門 1 春 4
学部基幹科目：方法論領域 デザイン技法I 2 春 4
学部基幹科目：方法論領域 編集技法Ⅱ 3 春 2

学部基幹科目：方法論領域 メディア調査法1 2 春 2

学部基幹科目：方法論領域 メディア文章表現 3 春 1

学部基幹科目：方法論領域 メディア統計分析 3 春 1
学部基幹科目：方法論領域 デジタル・プレゼンテーションI 3 春 1

学部基幹科目：方法論領域 写真撮影技法 2 春 2

展開科目：メディアと社会・文化分野 教育とメディア 3 春 1
展開科目：メディアと社会・文化分野 メディア・リテラシー演習 3 春 1
展開科目：メディアと産業・消費分野 広告制作演習 3 春 1
展開科目：メディアと産業・消費分野 アニメーション制作演習Ⅱ 3 春 2
展開科目：メディアと産業・消費分野 サウンド分析演習 3 春 2
展開科目：メディアと表現・技術分野 映像制作演習III 3 春 3
展開科目：メディアと表現・技術分野 インタラクティブアプリケーションI 3 春 1
展開科目：メディアと表現・技術分野 ライブ番組制作演習 3 春 1
社会連携プログラム メディア基礎演習A 2 春 4
社会連携プログラム メディア実践演習1 3 春 8
社会連携プログラム メディア実践演習3･4 4 春 8
共通科目 情報活用演習I 1 春 6
共通科目 情報活用演習I：再履修 1 春 1

※ 教室数(4教室：PC約200台)に増強した際の全体稼働率

マルチメディア演習室
全体(1+2+3+4)

授業利用時限数：60

※ 検討比較：現在の教室数(3教室：PC約150台)で実施した場合の全体稼働率

マルチメディア演習室
全体(1+2+3)

授業利用時限数：60

【 秋学期 】

学部基幹科目：方法論領域 デザイン技法II 2 秋 2
学部基幹科目：方法論領域 Web技法 1 秋 2
学部基幹科目：方法論領域 編集技法Ⅰ 2 秋 2
学部基幹科目：方法論領域 メディア調査法2 2 秋 1
学部基幹科目：方法論領域 デジタル・プレゼンテーションII 3 秋 1
学部基幹科目：方法論領域 写真撮影技法 1 秋 2
展開科目：メディアと社会・文化分野 エデュテイメントシステム制作演習 3 秋 1
展開科目：メディアと産業・消費分野 アニメーション制作演習Ⅰ 2 秋 2
展開科目：メディアと産業・消費分野 サウンド制作演習 3 秋 2
展開科目：メディアと産業・消費分野 アニメーション制作演習Ⅲ 3 秋 1
展開科目：メディアと表現・技術分野 映像制作演習I 2 秋 3
展開科目：メディアと表現・技術分野 映像制作演習II 2 秋 3
展開科目：メディアと表現・技術分野 映像制作応用演習 3 秋 1
展開科目：メディアと表現・技術分野 プログラミング基礎 2 秋 2
展開科目：メディアと表現・技術分野 インタラクティブアプリケーションII 3 秋 1
展開科目：メディアと表現・技術分野 メディアアート 3 秋 1
展開科目：メディアと表現・技術分野 Webシステム 3 秋 1
展開科目：メディアと表現・技術分野 メディア情報特講 3 秋 1
社会連携プログラム メディア基礎演習B 2 秋 4
社会連携プログラム メディア実践演習2 3 秋 8
共通科目 情報活用演習II 2 秋 6
共通科目 情報活用演習II：再履修 2 秋 1

※ 教室数(4教室：PC約200台)に増強した際の全体稼働率

マルチメディア演習室
全体(1+2+3+4)

授業利用時限数：48

※ 検討比較：現在の教室数(3教室：PC約150台)で実施した場合の全体稼働率

マルチメディア演習室
全体(1+2+3)

授業利用時限数：48

〈補足〉授業でPCを使用する場合も含む

稼働率：48%

稼働率：64%

稼働率：60%

稼働率：80%

区分 科目名
配当
年次

春/秋
PC利用
コマ数
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区分 科目名
配当
年次

春/秋
PC利用
コマ数
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